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令和３年６月２８日判決言渡  

令和２年(ネ)第１００４４号 特許権侵害損害賠償請求控訴事件 

（原審 東京地方裁判所平成２９年(ワ)第２９２２８号） 

口頭弁論終結日 令和３年３月２４日 

判       決 

 

        控訴人・被控訴人 コスモ石油マーケティング株式会社 

                （以下「一審原告」という。） 

         

        訴訟代理人弁護士 鮫島正洋 

        同        高見 憲 

        同        高野芳徳 

        同        森下 梓 

 

        被控訴人・控訴人 コモタ株式会社 

                （以下「一審被告」という。） 

         

        訴訟代理人弁護士 田中成志 

        同        板井典子 

        同        山田 徹 

        同        澤井彬子 

        同        沖 達也 

主       文 

１ 一審被告の控訴に基づき，原判決中，一審被告敗訴部分を取り消す。 

２ 上記部分に係る一審原告の請求をいずれも棄却する。 

３ 一審原告の控訴を棄却する。 
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４ 訴訟費用は，第１，２審を通じて一審原告の負担とする。 

事 実 及 び 理 由 

第１ 控訴の趣旨 

（一審原告） 

１ 原判決を次のとおり変更する。 

２ 一審被告は，別紙物件目録記載２の製品の製造，販売又は販売の申出をして

はならない。 

３ 一審被告は，前項記載の製品を廃棄せよ。 

４ 一審被告は，別紙プログラム目録記載のプログラムの製造，使用，販売若し

くは販売の申出又は電気通信回線を通じた提供若しくは電気通信回線を通じた

提供の申出をしてはならない。 

５ 一審被告は，前項記載のプログラムを消去せよ。 

６ 一審被告は，一審原告に対し，９億５０５４万３０００円及びうち１億円に

対する平成２７年１０月１日から，うち８億５０５４万３０００円に対する平

成３０年９月３０日から，各支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。 

（一審被告） 

１ 原判決中，一審被告敗訴部分を取り消す。 

２ 上記取消部分につき，一審原告の請求をいずれも棄却する。 

第２ 事案の概要等（本判決の略語は，特に断らない限り原判決に従う。） 

 １ 事案の概要 

⑴ 一審原告は，「流体供給装置及び流体供給方法及び記録媒体及びプログラ

ム」の特許第４５２０６７０号（本件特許）の特許権者である。 

 一審被告は，給油装置に組み込まれる設定器（別紙物件目録１記載の製

品）を製造・販売しており，同設定器には電子マネーによる決済を可能にす

るプログラムを保存することができる。同設定器の多くは，これを組み込ん

だ給油装置を設置する給油所において，同プログラムが保存されアクティベ
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ートされた状態で運用されている。 

 一審原告は，上記設定器が組み込まれた給油装置は本件特許の請求項１～

３，８に係る発明の技術的範囲に属し，同設定器は同給油装置の生産にのみ

用いられる物に該当するから，一審被告が同給油器を製造・販売等すること

は本件特許権の間接侵害（特許法１０１条１号）に当たる旨主張して，一審

被告に対し，特許法１００条１項及び２項に基づき，同設定器の製造，販売

及び販売申出の差止め並びに同設定器の廃棄を求めるとともに，民法７０９

条に基づき，損害賠償（一部請求）として，２８億１１０１万５９００円及

びこれに対する年５分の割合の遅延損害金（起算日は，うち１億円につき平

成２７年１０月１日，残額につき平成３０年９月３０日）の支払を求めた。 

⑵ 原審裁判所は，令和２年１月３０日，一審原告の請求を次の範囲で認容す

る原判決をした。 

「１ 一審被告は，別紙物件目録記載２の製品の製造，販売又は販売の申出を

してはならない。 

 ２ 一審被告は，別紙物件目録記載２の製品から，別紙プログラム目録記載

のプログラムを除却せよ。 

 ３ 一審被告は，一審原告に対し，４億２８３４万７８９０円及びうち●●●

に対する平成２７年１０月１日から，うち●●●●●●●●●●●●に対す

る平成３０年９月３０日から，うち●●●●●●●●●●に対する令和元年

６月３０日から，各支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。」 

⑶ 原審裁判所は，令和２年３月１２日，原判決の主文３項を次のとおり更正

する決定をした。 

「３ 一審被告は，一審原告に対し，４億５０５４万３０００円及びうち●●●

に対する平成２７年１０月１日から，うち●●●●●●●●●●●●に対す

る平成３０年９月３０日から，うち●●●●●●●●●●●●に対する令和

元年６月３０日から，各支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。」 
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⑷ 一審原告及び一審被告は，それぞれ敗訴部分を不服として控訴した。一審

原告は，控訴提起後に，上記⑶の更正決定も踏まえて，請求を上記第１のと

おり整理した。うち，損害賠償請求の元本の金額は，原判決（更正後）の請

求棄却部分のうち５億円に不服の範囲を限定する趣旨である。 

２ 前提事実等（その１） 

 以下の事実等は，当事者間に争いがないか，掲記の証拠により容易に認めら

れる。 

 ⑴ 一審原告は，石油類及び石油化学製品等の販売，給油所の維持管理及び給

油所関連の電算システムの運営管理に関する事業等を業として行っている。

一審被告は，給油所用機器の製造及び販売等を業として行っている。 

  ⑵ア 一審原告は，次の本件特許権の共有権者である。 

   〔特許番号〕 

     特許第４５２０６７０号 

   〔発明の名称〕 

     流体供給装置及び流体供給方法及び記録媒体及びプログラム 

   〔出願日〕 

     平成１３年７月１８日 

   〔登録日〕 

     平成２２年５月２８日 

イ 本件特許権については，訴外日立オートモティブシステムズメジャメン

ト株式会社（本件共有者。平成２７年５月２１日の登録名義人の表示の変

更前はトキコテクノ株式会社）が１００パーセントの持分を保有していた

が，平成２６年２月２０日，本件特許権の５０パーセントの持分が訴外コ

スモ石油株式会社に移転（特定承継）され，平成２７年１１月１７日，当

該持分が一審原告に移転（一般承継）されて，現在は，一審原告と本件共

有者の共有となっている。 
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 なお，本件共有者は，計装機器の開発，製造及び販売，並びに給油所及

びエコステーションのプランニング，設計及び施工等を業として行ってい

る。 

⑶ア 本件特許権の特許請求の範囲の請求項１～３，８に記載された本件発明

１～３，８は，構成要件を分説して示すと，以下のとおりである（以下，

各構成要件を「構成要件１Ａ」「１Ａ」等と表記し，１Ｃ１・１Ｃ２を併

せて「１Ｃ」，１Ｆ１～１Ｆ４を併せて「１Ｆ」ということがある。）。 

   （本件発明１） 

  １Ａ 記憶媒体に記憶された金額データを読み書きする記憶媒体読み書き

手段と， 

１Ｂ 前記流体の供給量を計測する流量計測手段と， 

１Ｃ１ 前記流体の供給開始前に前記記憶媒体読み書き手段により読み取

った記憶媒体の金額データが示す金額以下の金額を入金データとして取

り込むと共に， 

１Ｃ２ 前記金額データから当該入金データの金額を差し引いた金額を新

たな金額データとして前記記憶媒体に書き込ませる入金データ処理手段

と， 

１Ｄ 該入金データ処理手段により取り込まれた入金データの金額データ

に相当する流量を供給可能とする供給許可手段と， 

１Ｅ 前記流量計測手段により計測された流量値から請求すべき料金を演

算する演算手段と， 

１Ｆ１ 前記流量計測手段により計測された流量値に相当する金額を前記

演算手段により演算させ， 

１Ｆ２ 当該演算された料金を前記入金データの金額より差し引き， 

１Ｆ３ 残った差額データの金額を前記記憶媒体の金額データに加算し， 

１Ｆ４ 当該加算後の金額データを前記記憶媒体に書き込む料金精算手段
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と， 

１Ｇ を備えたことを特徴とする流体供給装置。 

   （本件発明２） 

 ２Ａ 前記入金データ処理手段は，前記流体の供給開始前に前記記憶媒体

に記憶された金額データが示す金額よりも少ない金額を入金データとし

て取り込むと共に，当該記憶媒体の金額データから当該入金データの金

額を差し引くこと 

２Ｂ を特徴とする請求項１記載の流体供給装置。 

   （本件発明３） 

    ３Ａ 前記流体の供給前に返金指示があったときは，前記流体の供給前に

前記入金データ処理手段により取り込まれた入金データの金額を前記記

憶媒体の金額データの金額に加算する第１の返金手段と， 

３Ｂ 前記流体の供給後に返金指示があったときは，前記流量計測手段に

より計測された流量値に相当する金額を前記入金データの金額より差し

引き，残った差額データの金額を前記記憶媒体の金額データの金額に加

算し，当該加算後の金額データを前記記憶媒体に書き込む第２の返金手

段と， 

３Ｃ を備えたことを特徴とする請求項１または２記載の流体供給装置。 

  （本件発明８） 

    ８Ｐ 入金データとして取り込まれた金額データに相当する流量を供給可

能とする流体供給装置で実行されるプログラムであって， 

８Ｃ１ コンピュータに，流体の供給開始前に記憶媒体読み書き手段によ

り読み取った記憶媒体の金額データが示す金額以下の金額を入金データ

として取り込むと共に， 

８Ｃ２ 前記金額データから当該入金データの金額を差し引いた金額を新

たな金額データとして前記記憶媒体に書き込ませる第１の手順と， 
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８Ｄ 該第１の手順で取り込まれた入金データの金額データに相当する流

量を供給可能とする第２の手順と， 

８Ｅ 流量計測手段により計測された流量値から請求すべき料金を演算す

る第３の手順と， 

８Ｆ１ 前記流量計測手段により計測された流量値に相当する金額を演算

させ， 

８Ｆ２ 当該演算された料金を前記入金データの金額より差し引き， 

８Ｆ３ 残った差額データの金額を前記記憶媒体の金額データに加算し， 

８Ｆ４ 当該加算後の金額データを前記記憶媒体に書き込む第４の手順と， 

８Ｑ を順次実行させるためのプログラム。 

   イ 本件発明８の構成は，本件発明１の給油装置の構成を，その動作を実行

させるプログラムという観点から記述したものである（Ｃ～Ｆの符号がそ

れぞれ対応している。）。 

  ⑷ 一審被告は，ＥＭＧマーケティング合同会社が石油の元売りとしてガソリ

ン等を供給していた同社系列給油所に対し，給油所における給油装置を構成

する設定器（給油すべき量や顧客が支払う方法などを設定するもの）を製造，

販売している。なお，同社は平成２９年１月に東燃ゼネラル石油会社に吸収

合併され，同社は，同年４月にＪＸＴＧエネルギー株式会社に吸収合併され

た。 

また，一審被告は，一審被告が製造，販売する設定器に保存され，給油装

置において実行される，料金の精算等を可能とするためのプログラムを開

発・販売している。 

⑸ 一審被告が製造，販売した設定器を用いる給油装置には，非接触式のＩＣ

チップを用いた電子マネー媒体（いわゆる「FeliCa」。以下，本判決におい

て「電子マネー（媒体）」というときには，特に断らない限りこれを指す。

）により給油を行い，当該給油に対する料金の精算を行う場合に以下の①の
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構成を有し，②～⑦の動作を行うものがある。以下，給油装置にこのような

動作を行わせるプログラムを「被告プログラム」といい，被告プログラムが

保存された設定器を「被告設定器」といい，被告設定器を含む給油装置を

「被告給油装置」という。また，②～⑦の各動作を「具体的動作②」などと

いうことがある。 

   ① 一般に，給油装置は，顧客に給油する給油機，給油量を計測した上で単

価に給油量を乗じた金額を表示する計量機，給油すべき量や顧客が支払う

方法などを設定する設定器などから構成される。被告給油装置は，被告設

定器と計量機（以下，被告給油装置を構成する計量機を「被告計量機」と

いう。）とを含む給油装置である。被告設定器はディスプレイ及びリーダ

ー等の構成を有する。 

② 電子マネー媒体を用いた給油を行おうとする顧客は，被告設定器のディ

スプレイ上で電子マネーによる支払いを選択する。顧客は，被告設定器の

ディスプレイに表示された指示に従い，電子マネー媒体を被告設定器のリ

ーダーにタッチさせる（なお，厳密には，「非接触式」であるため数ｃｍ

の距離まで近付ければよく，以下では「タッチする」に代えて「かざす」

ということがある。）。被告設定器は，１回目のタッチ動作において電子

マネー媒体の残額を読み取っている。 

   ③ 被告設定器のディスプレイ上には給油量及び給油金額が記載されたボタ

ンが表示され，顧客はそのボタンを押すことで給油量又は給油金額を選択

することができる。このとき，油（ガソリンや軽油の総称）の単位量当た

りの単価に基づき計算された給油による支払金額（給油量×単価で計算し

た金額）が前記②で読み取った電子マネー媒体の残額を超えるものについ

ては，当該給油量又は給油金額の選択ができないようになっている。被告

設定器のディスプレイ上では，各給油量及び給油金額について，選択可又

は選択不可の区別が表示されている。 
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   ④ 顧客は，給油したい給油量又は給油金額を選択した後，再度，電子マネ

ー媒体を被告設定器のリーダーにタッチさせる。この２回目のタッチ動作

により，被告設定器は，電子マネー媒体の残額をあらためて読み取り（な

お，１回目のタッチ動作の後に電子マネー媒体が使用されたことにより残

額が変動していることが有り得る。），これをディスプレイ上に表示し，

電子マネー媒体の残額から，選択された給油量に対応した支払金額又は選

択された給油金額を引き去り，電子マネー媒体にその引去後の残額を書き

込む（下線は，当裁判所が付した。以下，同じ。）。被告設定器のディス

プレイ上には，顧客が選択した給油量に対応した支払金額（単価×選択さ

れた供給量）又は顧客が選択した給油金額を引き去った旨の表示がなされ，

引き去られた後の電子マネー媒体の残額が表示される。 

   ⑤ 上記④の２回目のタッチ動作を行うと，被告設定器のディスプレイ上に

給油を開始するよう表示がなされ，選択した給油量又は給油金額の給油が

可能な状態になるので，顧客は，給油ノズルを被告計量機から取り出し，

車に給油ができるようになる。 

 給油中，被告計量機のディスプレイ上には，給油された量が表示され，

その表示は給油量に応じて変化する。また，被告計量機のディスプレイ上

では，給油量の変化とともに，その時点の給油量に応じた支払額が表示さ

れる。この支払額は，油の単価と実際に給油された給油量との積である。 

   ⑥ 顧客が，給油を途中で止めて給油ノズルを被告計量機の元の位置に戻し

た場合など上記④で選択した給油量又は給油金額に満たない給油量又は給

油金額で給油を終了した場合には，被告設定器のディスプレイ上には，上

記⑤のように被告計量機のディスプレイ上に支払額として表示されていた

のと同じ金額が購入金額として表示される。このとき，被告設定器のディ

スプレイ上には，給油しなかった分に相当する額を返金する旨の表示とと

もに，返金金額が表示される。 
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 顧客が，上記の返金金額が被告設定器のディスプレイ上に表示された状

態で，当該ディスプレイ上の返金を受け取るためのボタンを押すと，被告

設定器のディスプレイ上に指示が表示される。それに従い，顧客が電子マ

ネー媒体を被告設定器のリーダーにタッチさせると（３回目のタッチ），

被告設定器は，返金前の電子マネー媒体の残額に返金金額を加算し，電子

マネー媒体の残額が加算後の残額となるように電子マネー媒体に残額を書

き込む。被告設定器のディスプレイ上には，返金金額をチャージした旨の

表示がなされ，電子マネー媒体の返金後の残額が表示される。この返金後

の残額は，返金前の電子マネー媒体の残額に返金金額を加算した額である。 

⑦ 顧客が，電子マネー媒体を被告設定器のリーダーにタッチさせ（１回目

のタッチ），給油量の選択を行い，電子マネー媒体を被告設定器のリーダ

ーに再びタッチさせ（２回目のタッチ），被告設定器のディスプレイ上に

給油を開始するよう表示がされた場合でも，その後，そのまま給油しない

でいると，被告設定器のディスプレイ上には返金する旨の表示とともに，

２回目のタッチ動作による支払金額と同じ金額が返金金額として表示され

る。この状態のとき，顧客は，被告設定器のディスプレイ上の返金を受け

取るためのボタンを押すことができ，これを押すと，上記⑥と同様の動作

（３回目のタッチ等）により，電子マネー媒体の残額に２回目のタッチ動

作による引去額を加算し，電子マネー媒体の残額が上記引去額を加算した

後の残額となるように電子マネー媒体に残額を書き込む。 

  ⑹ カード型のFeliCa（Suicaカード，nanacoカード，Edyカード等）は，それ

自体にＣＰＵ，アンテナ及びメモリ等を備えたコンピュータであり，演算及

び通信等の機能を有する（乙３７，３８の１，３８の２）。 

 そのため，上記⑸の各下線部の動作は，厳密には，被告給油装置とFeliCa

カード（電子マネー媒体）とで分担されている。例えば，同④の下線部では，

被告給油装置は支払金額又は給油金額をFeliCaカードに送信し，FeliCaカー
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ドが，カード残高から上記金額を引き去る演算を行った上で引去後の残高を

メモリに保存する。また，FeliCaカードは，被告給油装置に接続された通信

網を通じて，カード発行元及び給油所運営者等に対し，上記金額が当該給油

所で利用されたこと等の情報を送信し，カード発行元と給油所運営者との間

での決済等を可能にしている。 

 このように，厳密な意味では，被告給油装置は，カード残高の引去り等の

演算や書込みの動作を行っていない。 

⑺ア 被告給油装置の上記⑸①～⑥の構成及び動作を，本件発明１の構成要件

に即して分説すると，次のとおりとなる（下線部は，上記⑹のとおり，

FeliCaカードの仕様に照らして必ずしも正確でない。）。 

１ａ 電子マネー媒体に記憶された金額データを読み書きするリーダーと， 

１ｂ ガソリンや軽油といった油の供給量を計測する給油量計測手段と， 

１ｃ１ 油の供給開始前に前記リーダーによって読み取った電子マネー媒

体の金額データが示す金額以下の金額であって，顧客が指定した金額を

入金データとして取り込むとともに， 

１ｃ２ 前記金額データから当該入金データの金額を差し引いた金額を新

たな金額データとして前記電子マネー媒体に書き込ませる入金データ処

理手段と， 

１ｄ 該入金データ処理手段により取り込まれた入金データの金額データ

に相当する油量の油を供給可能とする供給許可手段と 

１ｅ 上記油量に達しない段階で給油を終了した場合に，返金のための金

額を演算する演算手段と， 

１ｆ 上記の場合に，上記演算に基づいて算定された返金額を前記電子マ

ネー媒体に書き込ませる料金精算手段と， 

１ｇ を備えたことを特徴とする給油装置 

イ 上記アの認定のうち，１ｅ，１ｆの演算において行われる計算方法につ
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いては争いがあり，一審被告は，顧客の指定した金額に基づく油量に達し

ない油量に相当する代金額，すなわち返金額を直接算定し（１ｅ），それ

を電子マネー媒体に書き込んでいる（１ｆ）と主張するのに対し，一審原

告は，本件発明１の構成要件１Ｅ，１Ｆと同様の計算が行われていると主

張しているが，この点についての判断は留保する。 

 また，一審原告は，ⅰ）１ａ，１ｃ１，１ｃ２及び１ｆの「電子マネー

媒体」について，一審被告は，原審段階で，このような特定を主張するこ

となく被告給油装置が用いているのは「記憶媒体」であることを認めてい

たものであるからこの点について自白が成立し，今の段階になってこれを

争うことは許されない，ⅱ）１ｃ１の「顧客が指定した金額」という点に

ついても，一審被告は，そのような限定なしに，本件発明１の構成要件１

Ｃ１充足性を認めていたものであるから，やはり自白が成立し，今の段階

になってこれを争うことは許されない，と主張している。これらの主張の

当否については，後に改めて検討する。 

ウ 被告給油装置は，上記⑸②～④の動作に関し，次のような構成も含み得

るものと考えられる。 

２ａ 入金データ処理手段は，油の供給開始までに電子マネー媒体の金額

が示す金額よりも少ない金額を入金データとして取り込むと共に，当該

電子マネー媒体から当該入金データの金額を差し引く 

エ 被告給油装置の上記⑸⑦の動作は，「返金手段」の構成として，本件発

明３の構成要件に即して次のとおり記述することができる。 

３ａ 油の供給前に返金指示があったときは，油の供給前に前記入金デー

タ処理手段により取り込まれた入金データの金額を前記電子マネー媒体

の金額データの金額に加算する返金手段 

⑻ 上記⑺のとおり記述された被告給油装置の構成要件のうち，１ｂ，１ｇ，

２ａ，３ａは，それぞれ，本件発明の構成要件１Ｂ，１Ｇ，２Ａ，３Ａを充
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足する（争いがない。）。 

 これに対し，その他の構成要件１ａ，１ｃ，１ｅ，１ｆについては，その

構成要件充足性について争いがある（詳細は後述する。）。 

３ 前提事実等（その２） 

 以下の事実等は，当事者間に争いがないか，掲記の証拠により容易に認めら

れる。 

⑴ １４５号審判について 

ア 審判請求 

 一審被告は，本件原審係属中の平成３０年１２月１７日，特許庁に対し，

本件特許の無効審判を請求した（無効２０１８－８００１４５号。以下

「１４５号審判」という。）。無効理由の要旨は，次のとおりである。 

 なお，同審判の甲号証を，「審判甲Ａ１」のように表記する。 

〔無効理由〕 

 本件発明１は特開平７－２１０７５４号公報（乙１４の１公報（審判

甲Ａ１）。以下「審判甲Ａ１公報」という。）に記載された発明に対す

る関係で進歩性を有しない。 

イ 審決の予告 

 令和２年２月２１日，特許庁は，一審被告の上記主張には理由があると

して，本件発明１を無効とする旨の審決の予告をした。 

ウ 本件訂正 

(ア) 令和２年６月２９日，一審原告は，本件特許の訂正請求（以下「本件

訂正」という。）をした。 

(イ) 本件発明１についての訂正の実質的な内容は，構成要件１Ｇの記載を

次のとおり訂正するもので，構成要件１Ｘ及び１Ｙの各下線部分が付加

されている。 

「１Ｘ を備える，給油所で燃料を給油する流体供給装置であって， 
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  １Ｙ 前記記憶媒体読み書き手段により記憶媒体の金額データを読み

取った後，前記記憶媒体の金額データが示す金額以下の金額を入

金データとして取り込む前に，給油処理を中止することが可能で

ある，流体供給装置。」 

 本件発明８についても，構成要件１Ｘ及び１Ｙと実質的に同内容の構

成を付加する訂正がなされた。 

(ウ) 本件発明３についての訂正の実質的な内容は，次の構成要件３Ｚを附

加するものである。 

「３Ｚ 更に紙幣挿入部を備える，」 

(エ) なお，本件訂正前の請求項３は，請求項１及び２を引用していたとこ

ろ，本件訂正においては，請求項２を引用する部分は独立請求項とされ，

新たに追加する請求項９に移された。請求項９も，上記１Ｘ，１Ｙ及び

３Ｚに相当する構成を備える。 

(オ) 被告給油装置は，本件訂正によって付加された構成要件１Ｘ及び３Ｚ

を充足するが，構成要件１Ｙの充足性については後記のとおり争いがあ

る。 

⑵ １４６号審判について 

ア 審判請求 

 一審被告は，上記⑴の無効審判請求と同日，特許庁に対し，本件特許の

無効審判を請求した（無効２０１８－８００１４６号。以下「１４６号審

判」という。）。無効理由の要旨は，次のとおりである。 

 なお，同審判の甲号証を，「審判甲Ｂ１」のように表記することがある。 

〔無効理由１〕 

 本件発明１は，一審被告製造のアイランド精算用外設端末ＳＦ－１０

００において公然実施された発明との関係で進歩性を有しない（乙１６

の１（審判甲Ｂ１）はＳＦ－１０００のマニュアルで，以下，「審判甲
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Ｂ１マニュアル」といい，ＳＦ－１０００を以下「審判甲Ｂ１装置」と

いう。）。 

〔無効理由２〕 

 本件発明１は，特開平１１－１３０１９８号公報（乙１６の４（審判

甲Ｂ４））に記載された発明に対する関係で進歩性を有しない（乙１６

の４は，乙３と同一の文献なので，以下では原判決に従い「乙３公報」

という。）。 

〔無効理由３〕 

 本件発明１は，特開平４－５７７９４号公報（乙１６の２１（審判甲

Ｂ２１）。以下「審判甲Ｂ２１公報」という。）に記載された発明に対

する関係で進歩性を有しない。 

イ １４６号審判については，審決の予告も訂正請求もなされていない。 

４ 争点（以下，順に「争点１」のようにいう。） 

⑴ 被告給油装置は本件発明１の技術的範囲に属するか 

⑵ 被告設定器は被告給油装置の間接侵害品に当たるか 

⑶ 侵害につき一審被告に過失があるか 

⑷ 本件特許が特許無効審判により無効にされるべきものか 

  ⑸ 損害の有無及びその額 

  ⑹ 差止請求及び廃棄請求の対象となる製品の範囲 

第３ 当事者の主張 

１ 争点１（充足論）について 

 一審原告は，被告給油装置は本件発明１（本件訂正後のものも含む。）の技

術的範囲に属する旨主張し，一審被告は，これを否認する。以下，一審被告の

否認の理由ごとに，一審被告の主張，一審原告の主張の順に摘示する（なお，

下記⑴以下の一審被告の各主張を順に「非侵害論主張①」のようにいう。）。 

 なお，以下においては，本件発明１の関係に限って主張を整理し，判断を示
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すこととするが，その理由は次のとおりである。 

 すなわち，本件発明２の構成要件２Ａ充足性及び本件発明３の構成要件３Ａ

充足性については当事者間に争いがなく，構成要件２Ｂ及び３Ｃは「～を特徴

とする流体供給装置」というだけの文言であって被告給油装置がこれに該当す

ることは自明である。残る本件発明３の構成要件３Ｂは，本件発明１の構成要

件１Ｅの「演算手段」及び同１Ｆの「料金精算手段」を，「前記流体の供給後

に返金指示があったとき」の「返金手段」として記述したものにすぎず，本件

発明１及び２の技術的範囲を限定する等の特段の意義を有しない。なぜなら，

「残った差額データ」（１Ｆ）があるときにこれを「返金」しないで済ませる

ことはおよそ考え難く，「返金指示」が必ずなされ，「返金手段」を備える必

要があるはずであるし，そのための計算方法等について特段の定めをしている

わけでもないからである。したがって，構成要件３Ｂ充足性を，構成要件１Ｅ，

１Ｆ充足性とは別個に，独立して検討する必要はない。 

 また，本件発明８は，上記「第２」２⑶イのとおり，本件発明１の給油装置

の構成を，その動作を実行させるプログラムという観点から記述したものにす

ぎないから，被告給油装置が本件発明１の構成要件を充足するか否かと，被告

プログラムが本件発明８の構成要件を充足するか否かは，当然に一致する。 

 したがって，本件発明１の構成要件充足性に関する結論と，本件発明２，３，

８の構成要件充足性に関する結論は同一となるから，後者を独立に検討する必

要はなく，被告給油装置及び被告プログラムが本件特許権（後記の本件訂正に

よる訂正前のもの）を侵害するか否かを判断するに当たっては，本件発明１の

構成要件との関係で検討をすれば足りる。 

⑴ １Ｃの非充足（非侵害論主張①） 

〔一審被告の主張〕 

 一審原告は，１回目のタッチによって読み取られる金額（具体的動作

②）が，構成要件１ｃ１の「リーダーによって読み取った電子マネー媒体
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の金額データ」（１ｃ２の「前記金額データ」）に該当するとして，構成

要件１Ｃの充足を主張している。 

 しかしながら，構成要件１ｃ１の金額データは，２回目のタッチによっ

て読み取られる金額（具体的動作④）であるから，一審原告の主張は前提

において誤っている。 

〔一審原告の主張〕 

ア 一審被告は，原審の答弁書において構成要件１Ｃの充足を認めたため，

自白が成立しており，この自白の撤回は許されない。 

イ １回目のタッチによって読み取られる金額と，２回目のそれとが異なり

得るのは，１回目と２回目との間の短時間にカードを利用して別の買物を

する等の異常な操作で動作させた場合に限られ，通常の動作においては金

額が異なることはないから，構成要件１Ｃを充足する。一審被告の主張は，

被告給油装置には本件特許を侵害しない例外的な使用態様があり得ること

をいうものにすぎず，侵害との結論を左右しない。 

⑵ １Ｃ２，１Ｆ３，１Ｆ４の非充足（非侵害論主張②） 

〔一審被告の主張〕 

 被告給油装置は，電子マネー媒体（FeliCaカード）に対して，加減すべ

き金額を指定して演算及び書込みの指示を行っているにすぎず，自ら加減

演算や残高書込みを行っていないから，構成要件１Ｃ２，１Ｆ３，１Ｆ４

を充足しない。 

〔一審原告の主張〕 

ア 一審被告は，原審において，FeliCaカードの仕様に基づく上記のような

主張を行わず，構成要件１Ｃの充足を認めた。また，構成要件１Ｆの充足

の否認も，他の理由に基づくものであり，被告給油装置が加減演算や残高

書込みを行っているとの点は争わなかった。したがって，一審被告の主張

は，既に自白が成立した事実に関するものであり，この自白の撤回は許さ
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れない。 

イ FeliCaカードの仕様に関して提出された証拠によっては，一審被告主張

どおりの動作が行われているとは証明されていない。 

ウ 仮に，一審被告主張どおりの動作が行われているとしても，被告給油装

置は，FeliCaカードに命令を出してその動作を制御しており，書き込まれ

た残高をディスプレイに表示して顧客の確認を受ける等の形でFeliCaカー

ドの動作に関与している。そうすると，被告給油装置が，主体的に加減演

算及び残高書込みの動作を制御し，これらを行っているといえるから，構

成要件１Ｃ２，１Ｆ３，１Ｆ４を充足する。 

⑶ １Ｅ，１Ｆの非充足（非侵害論主張③） 

 この点に関する双方の主張（均等侵害に関する主張を含む。）は，原判決

１４頁１５行目から２３頁１５行目までに記載のとおりであるから，これを

引用する。 

⑷ １Ｃ１の非充足（非侵害論主張④） 

〔一審被告の主張〕 

 本件明細書等の記載を参酌すると，構成要件１Ｃ１の「記憶媒体の金

額データが示す金額以下の金額」は，残高全額（【００３７】）又は「予

め決められた設定金額」（【００４９】）であり，後者は，例えば，セル

フサービス方式の計量機が設置された給油所（以下「セルフ式ＧＳ」とい

う。）に関する行政規制に従って２万円に設定される。これに対し，被告

給油装置の構成要件１ｃ１では，「電子マネー媒体の金額データが示す金

額以下の額」は，顧客によって，利用の都度，設定される。 

 また，構成要件１Ｃ１の「入金データとして取り込む」は，「①金額デ

ータの読取り，②入金データの取込み，③給油料金の設定，④給油」の順

に動作する。これに対し，被告給油装置の構成要件１ｃ１では，②と③と

の順序が逆である。 
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 これらの点で，被告給油装置は，本件発明１の構成要件１Ｃ１を充足し

ない。 

〔一審原告の主張〕 

ア 一審被告は，原審の答弁書において構成要件１Ｃの充足を認めたため，

自白が成立しており，この自白の撤回は許されない。 

イ 特許発明の技術的範囲は特許請求の範囲の記載に基づいて定められるも

のであり，明細書に記載された実施例の具体的な構成に限定して解釈され

るべきものではない。そして，本件発明１の特許請求の範囲の記載は，取

り込まれる入金データの額が残高の額「以下」であれば誰がその具体額を

設定するか限定していないし，②と③との順序についても限定していない

から，一審被告の上記主張は，被告給油装置の構成要件１ｃ１が本件発明

１の構成要件１Ｃ１に該当することを左右しない。 

 なお，本件明細書等の【００６１】～【００６８】及び【図９】には，

取り込まれる入金データの額が顧客設定の給油額であって（【図９】(Ｂ)の

「設定した給油額をお預かりします」，(Ｃ)の「お預かり金額／3,000円」

），③（給油料金の設定）が②（入金データの取込み）の前に行われる実

施例も開示されているから，明細書の記載を参酌して構成要件１Ｃ１を限

定解釈したとしても，上記結論には変わりがない。 

⑸ １Ａ，１Ｃ，１Ｆ３，１Ｆ４の非充足（非侵害論主張⑤） 

〔一審被告の主張〕 

 被告給油装置の「電子マネー媒体」は非接触式ＩＣカードのFeliCaカー

ドであるところ，本件明細書等には，非接触式ＩＣカードについては何ら

の説明もサポートもない。 

 そもそも，非接触式ＩＣカードを使用すると，カードの取り忘れという，

本件発明が解決すべき課題は存在しなくなる。また，本件明細書記載の実

施例の動作フローは，一定時間内はカードが給油装置内に保持されている
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ことを前提とするから，非接触式ＩＣカードを利用することはできない。 

 したがって，被告給油装置の構成中の「電子マネー媒体」は本件発明１

の構成要件中の「記憶媒体」に該当しない。 

〔一審原告の主張〕 

ア 一審被告は，原審の答弁書において，何の留保もなく被告給油装置が本

件発明１の「記憶媒体」という構成を有することを認めていた。したがっ

て，一審被告の主張は自白の撤回に当たり許されない。また，この主張は，

控訴審段階になって初めて行われたものであり，時機に後れたものでもあ

る。 

イ 本件発明の「記憶媒体」は，１Ｃ及び１Ｆの動作に適した「記憶媒体」

であればよく，被告給油装置に用いられる非接触式ＩＣカードを当然に含

む。本件明細書にも，「実施例では，プリペイドカードを記憶媒体として

説明したが，……金額データを記憶するためのＩＣメモリが内蔵された電

子マネーカードを用いることができる」【００７０】と記載されており，

本件特許出願時点で非接触式ＩＣカードもよく知られていたから，「記憶

媒体」は非接触式ＩＣカードを含む。 

ウ 非接触式ＩＣカードが券売機に取り込まれて利用され得ることは周知で

あり，本件明細書の【００１０】【００７４】には，設定器内部にカード

を取り込んだままとしない記憶媒体を用いることができることが示されて

いるから，非接触式ＩＣカードが本件発明の「記憶媒体」に当たらないと

はいえない。 

⑹ １Ｙの非充足 

〔一審被告の主張〕 

 被告給油装置においては，上記具体的動作④のとおり，２回目のタッチ

の際に，その時点における電子マネー媒体の残高の読取りと，選択された

給油量に対応した支払金額（又は選択された給油金額）の引去りとがほぼ
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同時に行われるので，読取りと引去りとの間に給油処理を中止することは

不可能である。 

 一審原告の下記主張は，１回目のタッチの際に残高を読み取ることと，

２回目のそれとの技術的意義を同一視することを前提にするものであって，

上記⑴で述べたとおり，前提において誤っている。 

〔一審原告の主張〕 

 被告給油装置の通常の使用方法においては，１回目のタッチによって金

額を読み取ってから，２回目のタッチにより支払金額を引き去るまでの間

に給油処理を中止することが可能であるから，構成要件１Ｙを充足する。 

２ 争点２（間接侵害）について 

 双方の主張は，原判決２５頁３行目から２６頁２６行目までに記載のとおり

であるから，これを引用する。 

３ 争点３（過失）について 

 双方の主張は，原判決２７頁２行目から１７行目までに記載のとおりである

から，これを引用する。 

４ 争点４（無効論）について 

 双方の主張は，下記⑴～⑹のとおりである（順に「無効主張Ａ」などという。

）。このうち，下記⑴，⑵，⑷の無効主張Ａ，Ｂ，Ｄは，原審においても主張

されたが，侵害論の心証開示後の主張であったため，原審裁判所は，時機に後

れた攻撃防御方法としてこれらを却下した。一審原告は，当審においても，下

記の各主張に先立ち，同様に却下を求めている。 

 なお，特許法１０４条の３の無効の抗弁に関しても，上記１の充足論と同様

に，もっぱら本件発明１についてのみ主張を整理し，判断を示すこととするが，

その理由は次のとおりである。 

 まず，本件発明２の構成要件２Ａは，記憶媒体に記憶された金額から一定金

額を引き去る際，全額を引き去ることとはせず，必ず一定額が残存するように
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したものであるが，このような全額引去りを認めるか，認めないかの選択は，

特段の技術的創意を要しない設計的事項というべきものであるから，本件発明

１が新規性，進歩性を欠き無効とされた場合に，その従属項である本件発明２

が，構成要件２Ａの存在を理由に新規性，進歩性を有すると判断されることは

考えられない。 

 また，本件発明３の構成要件３Ａと３Ｂは，給油前に返金指示があった場合

は既に引き去った額を返金し（３Ａ），給油後に返金指示があった場合は給油

量に基づく精算を行った上で残金を返金する（３Ｂ）ことを定めたものである

が，前者（３Ａ）は，当業者であれば誰でも思いつく常識的事項というべきも

のであり，後者（３Ｂ）は，本件発明１の１Ｅと１Ｆと実質的に同一であって

本件発明１とは別個の技術的意義を有するものではないから，これらにより発

明の新規性，進歩性が基礎付けられるようなものであるとは考えられない。し

たがって，本件発明１が新規性，進歩性を欠き無効とされた場合に，その従属

項である本件発明３が，新規性，進歩性を有すると判断されることは考えられ

ない（ただし，訂正によって追加された構成要件３Ｚに関連する部分に限って

は，主張を整理し，判断を示すこととする。）。 

 さらに，本件発明８は，本件発明１をプログラムという観点から記述したも

のにすぎず，独自の技術的意義を有しないことも既に説示したとおりであるか

ら，無効事由の有無を判断するのに当たって，本件発明１と別個に，独自の検

討をする必要はない。 

⑴ 審判甲Ａ１発明に基づく新規性・進歩性欠如（無効主張Ａ） 

〔一審被告の主張〕 

ア 審判甲Ａ１には，以下の発明が記載されている。 

 １ａ 非接触型プリペイドカードに記憶されたプリペイ金額データを読み

書きする非接触型プリペイドカード読み書き手段と， 

 １ｂ 水の供給量を計測する流量検出装置と， 
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 １ｃ１ 水の供給開始前に非接触型プリペイドカード読み書き手段により

読み取った非接触型プリペイドカードのプリペイ金額データ以下の使用

者の指定した入金額だけ水道メータに残すと共に， 

 １ｃ２ プリペイ金額データから入金額を差し引いた金額を新たなプリペ

イ金額データとして非接触型プリペイドカードに記憶させる入金手段と， 

 １ｄ 入金手段により取り込まれた入金データの金額に相当する水量を演

算しその限度で供給可能とする演算及び遮断手段と， 

 １ｅ 流量検出装置により計測された水量から請求金額を演算する演算手

段と， 

 １ｆ１ 流量検出装置により計測された水量に相当する金額を演算手段に

演算させ， 

 １ｆ２ 演算された水道料金を入金額より差し引き 

 １ｆ３ 残った残金データの金額を非接触型プリペイドカードのプリペイ

金額データに戻し， 

 １ｆ４ 戻した後のプリペイ金額データを非接触型プリペイドカードに書

き込む手段と， 

 １ｇ を備えたことを特徴とする水供給装置。 

イ 審判甲Ａ１発明は，本件発明１の構成要件をすべて備えるから，本件発

明１は，新規性を欠く。また，仮に，審判甲Ａ１発明と本件発明１との間

に，一審原告主張の相違点が存するとしても，その相違点に係る本件発明

１の構成は，周知技術により容易想到である。 

ウ（訂正の再抗弁に対する反論） 

(ア)（訂正要件違反） 

ａ 構成要件１Ｙについて 

 本件発明は，プリペイドカードを用いた決済方法で給油を行う場合

に生じる課題を解決するためのものであり，利用客が実際に給油を行
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い，料金を精算することが各発明の当然の前提となっている。しかし，

追加された構成要件１Ｙによれば，利用客がプリペイドカードを投入

し，キャンセルし，プリペイドカードを取り出すことが行われるだけ

で，前払も，給油も，精算も生じない。 

 このように，構成要件１Ｙを追加する訂正は，本件発明の目的とは

全く関係のない新たな作用効果を生じさせ，特許請求の範囲を実質的

に拡張・変更するから，訂正要件に違反する。 

ｂ 構成要件３Ｚについて 

 本件発明は，プリペイドカードを用いた決済方法で給油を行う場合

に生じる課題を解決するためのものであり，特許請求の範囲にも記憶

媒体を用いた決済についてのみが記載されている。本件発明は，紙幣

を用いて決済することを全く想定していない。 

 よって，本件発明に構成要件３Ｚを付加して紙幣の使用を可能にす

ることは，本件発明の目的と異なる新たな作用効果を生じさせ，特許

請求の範囲を実質的に拡張するから，訂正要件に違反する。 

(イ)（訂正により付加された構成の容易想到性） 

ａ 構成要件１Ｘについて 

 審判甲Ａ１発明は水・ガス供給装置に関するものであるのに対し，

訂正後の本件発明（以下「本件訂正発明」という。）は，構成要件１

Ｘの追加により燃料給油装置に限定された。しかしながら，水・ガス

供給装置と燃料給油装置とは技術分野が関連すること，カードの取り

忘れの防止等の課題が共通すること，審判甲Ａ１には燃料給油装置へ

の適用を示唆する記載があることからすれば，審判甲Ａ１発明を燃料

給油装置に適用すること（構成要件１Ｘ）は容易想到である。 

ｂ 構成要件１Ｙについて 

 構成要件１Ｙは，審判甲Ａ１発明を給油所の給油装置に適用するに
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当たって実用上当然に備えるべき構成であり，設計的事項または周知

慣用技術の適用にすぎないから，容易想到である。 

ｃ 構成要件３Ｚについて 

 給油所の給油装置において，カードに加えて現金でも決済できるよ

うにすることは周知の事項であるから，容易想到である。 

〔一審原告の主張〕 

ア（一審被告の上記主張イに対し） 

(ア) 相違点１－１の存在 

 審判甲Ａ１発明では，非接触型プリペイドカードをメータに近付ける

と，残高を読み取った上で直ちにその全額がメータに取り込まれ，その

後，使用者の指定した金額を差し引いた額を同カードに書き込んでいる。

この点において，「読取り」と「取込み」とが独立した工程となってい

る本件発明１の構成要件１Ｃ１とは相違する。 

(イ) 相違点１－２の存在 

 審判甲Ａ１発明では，料金を精算した上で払い戻しを行うことは開示

されているが，その具体的演算方法は開示されていない。この点におい

て，当該演算に関する本件発明１の構成要件１Ｆ２を備えない。 

(ウ) 相違点１－１の非容易想到性 

 審判甲Ａ１発明は，貸別荘等の生活インフラ（水道，ガス，電気等）

の供給装置に係る発明である。水道等は生活に必需であり，また，滞在

中の使用量を事前に予測することも難しいから，使用者は，原則として

カード残高の全額分の供給を望む。審判甲Ａ１発明で，カード残高全額

を直ちに取込むこととしているのはこのためであり，使用者の指定した

金額を差し引いてカードに戻すための「定額入金回路」は，あくまでも

付加的なものにすぎない。 

 このような審判甲Ａ１発明について，あえて設計変更をして，カード
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残高の一部のみを取り込む本件発明１の構成を採用することには，阻害

要因があり，動機付けはない。また，カード残高の一部のみを取り込む

ことを想到するとしても，審判甲Ａ１発明においては「定額入金回路」

によって同じ効果を既に実現できているから，これにあえて変更を加え

て本件発明１の構成とすることには阻害要因があり，動機付けはない。 

イ（訂正の再抗弁） 

(ア) 本件訂正によって付加された構成要件１Ｘ，１Ｙ，３Ｚは，いずれも

審判甲Ａ１発明との相違点となる。 

(イ) 構成要件１Ｘの非容易想到性 

 給油所に用いる給油装置（本件訂正発明）と貸別荘等に用いる給水等

装置（審判甲Ａ１発明）とでは，技術分野が異なる。また，前者は接触

式プリペイドカードのほか，現金やクレジットカードも扱える必要があ

るのに対し，後者はこれらの決済手段を想定していない。 

 したがって，審判甲Ａ１発明に接した当業者にとって，構成要件１Ｘ

を想到することは容易でない。 

(ウ) 構成要件１Ｙの非容易想到性 

 上記ア(ア)(ウ)のとおり，審判甲Ａ１発明では読取りと取込みとが同時で

あり，これは同発明の用途に照らして本質的な構成である。したがって，

読取りと取込みとの間に給油処理を中止できるとの構成要件１Ｙを想到

することは，審判甲Ａ１発明に接した当業者にとって容易ではない。 

(エ) 構成要件３Ｚの非容易想到性 

 審判甲Ａ１発明の技術的思想は，現金を利用する従来のメータの不便

を，代わりに非接触型プリペイドカードを用いて決済を行うことにより

解決したものであり，現金を併用する態様は積極的に排除されている。

したがって，審判甲Ａ１発明の構成を，紙幣挿入部を設けて現金を併用

できるように変更することには阻害要因がある。 
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⑵ 審判甲Ｂ１装置を主引用例とする進歩性欠如（無効主張Ｂ） 

〔一審被告の主張〕 

ア 一審被告製造のアイランド精算用外設端末ＳＦ－１０００（審判甲Ｂ１

装置）は，セルフ式の給油装置であり，本件出願日以前に公然実施された。

審判甲Ｂ１装置を現金決済により利用する際の動作は操作マニュアル（乙

１６の１（審判甲Ｂ１））記載のとおりであり，その具体的な内容は，次

のとおりである。 

１ａ 現金を受け入れる口がある。 

１ｂ 顧客から代金を受け取って給油をさせる装置であり，給油する量を

計測する流量計測手段である給油機を有している。 

１ｃ１ 給油開始前に，顧客が，自分の財布の中の現金額を確認して，そ

の現金額以下の金額を現金投入口に投入する。顧客の財布には，前記投

入前に顧客が財布に保有していた金額から，顧客が現金投入口に投入し

た金額を差し引いた金額が残っている。そして，給油装置には，顧客が

現金投入口に投入した（顧客の財布の中の現金額以下の，投入口に投入

された）現金が取り込まれる。 

１ｄ 取り込まれた投入した現金の金額に相当する給油を可能とする供給

許可手段を有する。給油所であるから，現金投入口に投入され，給油装

置内に取り込まれた現金額に相当する給油が行われる。 

１ｅ 給油装置の計量器により計測された流量値から請求すべき料金を演

算する演算手段を有する。 

１ｆ１ 給油装置の計量器により計測された流量値に相当する金額を前記

演算手段により演算させ， 

１ｆ２ 当該演算された料金を，前記の現金投入口から投入された現金の

金額より差し引く。 

１ｆ３ 残った差額データの金額を，おつりとして返金する。 
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１ｇ を備えたことを特徴とする液体供給装置である。 

イ 本件発明１と，審判甲Ｂ１装置とは，次の３点において相違する。 

 〔相違点１〕 

 本件発明１は，記憶媒体に記憶された金額データを読み書きする記憶

媒体読み書き手段を備えるのに対し，審判甲Ｂ１装置は，これを備えな

い。 

 〔相違点２〕 

 本件発明１は，記憶媒体の金額データが示す金額以下の金額を入金デ

ータとして取り込むと共に（１Ｃ１），上記金額データから上記入金デ

ータを差し引いた金額を新たな金額データとして前記記憶媒体に書き込

ませる入金データ処理手段を備える（１Ｃ２）のに対し，審判甲Ｂ１装

置は，これを備えない。 

 〔相違点３〕 

 本件発明１は，給油代金額を差し引いて残った差額データの金額を上

記記憶媒体の金額データに加算し（１Ｆ３），当該加算後の金額データ

を記憶媒体に書き込む料金精算手段（１Ｆ４）を備えるのに対し，審判

甲Ｂ１装置は，これを備えない。 

ウ しかしながら，本件発明１の構成は，審判甲Ｂ１装置の現金決済の手順

を，本件出願日時点で公知（特開平１０－２８９３５４公報（乙１６の２

（審判甲Ｂ２）））又は周知であった非接触式電子マネーを用いた決済手

順に置換しただけのものであり，上記の各相違点に係る本件発明１の構成

は，このような置換を行おうとする場合には，当然に備わるべきものであ

るから，当業者が容易に想到し得た。 

〔一審原告の主張〕 

ア 一審被告は，ＳＦ－１０００が２０００年以前に製造販売され，その操

作マニュアルが審判甲Ｂ１である旨主張するが，審判甲Ｂ１の発行日付は
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２００１年３月である。装置の販売開始後になって操作マニュアルが発行

されることはあり得ないから，審判甲Ｂ１はＳＦ－１０００の操作マニュ

アルではなく，審判甲Ｂ１によってＳＦ－１０００の動作を立証すること

はできない。 

 なお，一審被告が提出したその他の書証も，同様に２００１年３月発行

の操作マニュアル（乙１６の１８）や，端末の動作を認定できない記事

（乙１６の９，同２３，同２４）であり，ＳＦ－１０００の動作が一審被

告の主張どおりであることは立証されていない。 

イ 主引用発明を，審判甲Ｂ１装置に現金を投入した場合の構成で認定する

のであれば，プリペイドカード等の記憶媒体を使用する本件発明とは構成

が全く異なったものになる上，本件発明と共通する解決課題が生じ得ない。 

ウ 一審被告の主張は，ⅰ）現金による支払を記憶媒体による支払とするこ

とが容易であること，及び，ⅱ）記憶媒体による支払とした場合に本件特

許発明の構成とすることが容易であること，という２段階の容易想到性に

より進歩性欠如を主張するものであるから，いわゆる「容易の容易」の主

張であって，理由がない。 

エ 一審被告は，本件発明は人間が現金により行ってきた給油代金の支払を

電子マネーによる支払に置き換えたものにすぎず，特許庁の審査基準によ

れば容易想到とされる「人間が行っている業務やビジネス方法のシステム

化」に当たるとも主張するが，支払方法が現金であれ電子マネーであれ，

人間がそれらを提供して装置が処理する点で共通するのであって，本件発

明は，「人間が行っている業務やビジネス方法のシステム化」に該当しな

い。 

⑶ 乙３公報（審判甲Ｂ４公報）を主引用例とする進歩性欠如（無効主張Ｃ） 

 双方の主張は，原判決４０頁２１行目から４３頁１１行目までの記載（同

部分において引用されている原判決３６頁１９行目から３７頁２３行目まで
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の記載を含む。）のとおりであるから，これを引用する。 

⑷ 審判甲Ｂ２１公報を主引用例とする進歩性欠如（無効主張Ｄ） 

  〔一審被告の主張〕 

   ア 審判甲Ｂ２１公報には，次の発明が記載されている。 

    １ａ 投入された現金を読み取る現金読み取り手段と， 

    １ｂ 流体の供給量を計測する流量計測手段と， 

    １ｃ１ 前記流体の供給開始前に現金読み取り手段により読み取った金額

データが示す金額以下の金額を入金データとして取り込むと共に， 

    １ｃ２ 前記金額データから当該入金データの金額を差し引いた金額を新

たな金額データとして記録する入金データ処理手段と， 

    １ｄ 当該入金データ処理手段により取り込まれた入金データの金額デー

タに相当する流量を供給可能とする供給許可手段と， 

    １ｅ 前記流量計測手段により計測された流量値から請求すべき料金を演

算する演算手段と， 

    １ｆ１ 前記流量計測手段により計測された流量値に相当する金額を前記

演算手段に演算させ， 

    １ｆ２ 当該演算された料金を前記入金データの金額より差し引き， 

    １ｆ３ 残った残額データの金額を釣銭として払い戻す精算手段 

    １ｇ を備えたことを特徴とする流体供給装置 

イ 本件発明１と審判甲Ｂ２１公報に係る発明（以下，「審判甲Ｂ２１発明

」という。）とは，次の点で相違する。 

 〔相違点１〕 

 本件発明１は，記憶媒体に記憶された金額データを読み書きする記憶媒

体読み書き手段を備えるのに対し，審判甲Ｂ２１発明は，これが投入され

た現金を読み取る現金読み取り手段である。 

 〔相違点２〕 
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 本件発明１は，１Ｃ１，１Ｃ２の構成において，記憶媒体と記憶媒体読

み書き手段との間で，金額データの取り込みや書き込みを行っているのに

対し，審判甲Ｂ２１発明は，１ｃ１，１ｃ２の構成において，取り込む金

額は，現金読み取り手段により読み取った金額であると共に，現金読み取

り手段から読み取った金額データから入金データの金額を差し引いた金額

を新たな金額データとして記憶媒体に書き込むという操作を欠いている。 

 〔相違点３〕 

 本件発明１は，給油代金額を差し引いて残った差額データの金額を上記

記憶媒体の金額データに加算し（１Ｆ３），当該加算後の金額データを記

憶媒体に書き込む料金精算手段（１Ｆ４）を備えるのに対し，審判甲Ｂ２

１発明は，これを備えない。 

ウ しかしながら，上記の各相違点は，いずれも，顧客が自分の財布から現

金を支払う代わりに，電子マネーにより支払うことによる相違点である。

そして，現金決済の手順を電子マネーによる決済の手順に置換するのが容

易想到であることは，上記⑵と同様である。 

〔一審原告の主張〕 

 審判甲Ｂ２１発明においては，「貨幣を投入した顧客に識別符号を付し

た購入伝票を発行すること」等が，課題を解決するために必須の構成であ

るから，これらを除外して引用発明（一審被告の主張する「審判甲Ｂ２１

発明」）を認定するべきでない。 

 また，審判甲Ｂ２１発明は，現金決済を前提とするものであるから，

「記憶媒体」のデータの読取り，取込み及び書込み等の構成を有しない。

一審被告は，これらの相違点は，電子マネーによる決済を開示する文献

（特開平１０－２８９３５４（乙１０）等）に記載された技術事項の適用

により容易想到である旨主張するが，これらの文献は給油装置に関するも

のではないから技術分野が異なる上に，上記のとおり貨幣（現金）取引を
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前提とした課題解決手段を必須の構成とする発明（審判甲Ｂ２１公報が開

示する発明）に対して，電子マネーによる決済を適用することは，解決す

べき課題と矛盾する技術の組合せであり，当業者にとって容易想到でない。 

⑸ 給油装置に関する周知慣用技術に基づく進歩性欠如（無効主張Ｅ） 

〔一審被告の主張〕 

 一審被告は，原審において，特開２０００－３３５６９８（乙１公報）

に記載された従来技術を主引用発明とする進歩性欠如の主張（原判決２７

頁２２行目から３０頁９行目まで）をした。この主張は，乙１公報を主引

用例とする進歩性欠如の主張としては撤回するが，乙１公報その他複数の

文献に共通に記載された周知慣用技術を主引用発明とする進歩性欠如の主

張として維持する。 

〔一審原告の主張〕 

 複数の文献の記載事項を組み合わせて主引用発明を認定する手法は許さ

れないこと，一審被告のいう「周知慣用技術」（原審で一審被告が主張し

た「引用発明１」）から本件発明１に想到するのが容易でないことは，原

審において主張したとおりである（原判決３０頁１１行目から３５頁１９

行目まで）。 

⑹ 乙２公報を主引用例とする進歩性欠如（無効主張Ｆ） 

 双方の主張は，原判決３５頁２１行目から４０頁１９行目までに記載のと

おりであるから，これを引用する。 

５ 争点５（損害論）について 

 双方の主張は，原判決４７頁７行目から５２頁１０行目までに記載のとおり

であるから，これを引用する。 

６ 争点６（差止請求等の対象）について 

 双方の主張は，原判決５２頁１２行目から２３行目までに記載のとおりであ

るから，これを引用する。 
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第４ 当裁判所の判断 

１ 本件発明の技術的意義等 

⑴ 本件明細書の記載 

 本件明細書には，本件発明の課題，解決手段及び効果等について，以下の

内容が記載されている。 

ア 発明の属する技術分野 

 本件発明は，プリペイドカードを使用して流体の料金を精算するよう構

成された流体供給装置及びプログラムに関する。（【０００１】） 

イ 従来の技術 

 従来，セルフ式ＧＳの燃料供給システムにおいて，顧客が，プリペイド

カードを用いた決済方法で給油する場合には，空いている計量機の前に車

両を停止させ，プリペイドカードをカードリーダライタ（以下「Ｒ／Ｗ」

という。）に挿入した後，油種選択スイッチで給油する油種を指定し，当

該指定した油種の給油ノズルを車両の給油口に差し込んで給油を開始し，

給油が終了すると，給油量に応じた給油金額がプリペイドカードに記憶さ

れた残金データから差し引かれ，残った金額データがプリペイドカードに

書き込まれ，返却されていた。（【０００４】） 

ウ 発明が解決しようとする課題 

 上記の従来技術（以下「本件従来技術」という。）では，①プリペイド

カードがカードリーダライタに挿入されてしまうと，外部からプリペイド

カードが見えないため，給油終了後にプリペイドカードを挿入してあるの

を忘れてしまい，プリペイドカードを置いたまま給油所から退場してしま

うおそれがあり，②プリペイドカードが給油中の計量機に設けられたカー

ドリーダライタに挿入されている場合，その間に例えば飲み物の自動販売

機等にプリペイドカードを挿入して飲み物を購入するなどの他の用途にプ

リペイドカードを用いることができず不便であり，③プリペイドカードの
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一部がカード挿入口からはみ出した状態で給油開始されるように構成され

た方式では，給油終了後のカード忘れが防止される反面，給油中にプリペ

イドカードを引き抜くことができるため，プリペイドカードが盗難にあう

可能性があり，運転者が計量機から離れられない，という三つの課題（以

下「本件３課題」という。）があった。（【０００５】～【０００７】） 

エ 課題を解決するための手段 

 本件発明は，本件３課題の解決手段として，流体の供給開始前に，記憶

媒体の金額データが示す金額（ｘ）以下の金額（ｙ）を入金データとして

取り込み，金額データｘから当該入金データの金額ｙを差し引いた金額

（ｘ－ｙ）を新たな金額データとして書き込ませること，入金データｙに

相当する流量を供給可能とすること，流体の供給後に請求すべき金額（ｚ

）を確定し，入金データとして取り込んだ額ｙと上記請求すべき金額ｚと

の差額（ｙ－ｚ）の金額を記憶媒体の金額データ（ｘ－ｙ）に加算し，当

該加算後の金額データ（（ｙ－ｚ）＋（ｘ－ｙ）＝（ｘ－ｚ））を記憶媒

体に書き込むことなどの制御を行うという手段等を採用した。（【０００

９】～【００１１】，【００１６】） 

オ 発明の効果 

 本件発明の構成をとることで，流体供給中に記憶媒体を抜くことができ

るようになるので上記①及び②の課題を解決できる。また，給油中に記憶

媒体が差し込まれたままであるとしても，その残高はゼロ又は低額となっ

ているため，盗難の被害額が抑えられ，上記③の課題を解決できる。

（【００７３】【００７４】） 

⑵ 先引落しの処理を加えることの技術的意義 

 ところで，本件従来技術では，給油操作の開始前にプリペイドカードをＲ

／Ｗに挿入することとされているが，プリペイドカードとＲ／Ｗとの間で給

油代金の引落し及び残高の書込みが行われるのは，給油操作の終了後である
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（以下「後引落し」という。）。そうすると，本件３課題を解決するために

は，より簡便な手段として，給油操作の終了後に初めてプリペイドカードを

Ｒ／Ｗに挿入すればよいとすることが考えられる。また，給油操作の開始前

に，記憶媒体の金額データが示す金額（以下「カード残高」という。）ｘを

認識する目的で，プリペイドカードを給油装置に挿入することが必要である

としても，それだけの目的であれば，カード残高ｘを読み取った後にはいっ

たんプリペイドカードを給油装置から抜き，給油終了後に再度挿入するよう

に仕様を変更するだけで，本件３課題は簡便に解決できる。 

 課題解決のためにこれらの簡便な手段があるにもかかわらず，本件発明に

おいては，給油開始前に金額ｙを引き落とすという処理（以下「先引落し」

という。）を加えている。また，実際の給油金額ｚは，金額ｙと異なること

が多いから，その場合は給油終了後にその差額を精算する処理（以下「後精

算」という。）も必要となる。そのため，プリペイドカードの金額データの

書換え等の処理の機会が，１度から２度へ増加することになり，全体プロセ

スは複雑化する。 

 このように，全体プロセスの複雑化という結果を生じるにもかかわらず，

本件発明が「先引落し」の処理を加える構成をあえて採用したことの理由は，

本件明細書には記載されていない。しかし，セルフ式ＧＳでの利用を前提と

する限り，その理由は，上記の簡便な手段では，顧客が給油終了後に代金決

済をせずに立ち去る可能性を排除できないことにあると推認するのが合理的

である（乙４（特開平１１－１１５９４号公報。以下「乙４公報」という。

）の【０００２】【０００３】には，現金決済のセルフ式ＧＳについて，

「給油代金を支払わずに逃げられてしまう可能性」があるため，「後払い方

式」よりも「前払い方式」が好ましい旨の記載がある。）。 

 すなわち，不特定多数の顧客を対象とするセルフ式ＧＳにおいては，顧客

から何らかの「担保」を取らないで給油を許可することは，ＧＳ運営者にと
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って，代金回収不能のリスクを伴う。本件従来技術において，給油操作中は

プリペイドカードをＲ／Ｗに挿入したままにしておいたのは，このリスクを

避けるため，残高相当の価値を化体するプリペイドカードを担保に取ってい

たといえる。そして，本件発明では，プリペイドカードという物を担保に取

ることに代えて，入金データ金額ｙを担保に取るという新規な構成によって，

代金回収不能のリスクを避けつつ，本件３課題を解決したものといえる。 

 言い換えると，本件従来技術においては，給油開始前にプリペイドカード

を預かること（以下「媒体預かり」という。）と給油終了後に代金を引き落

とすこと（以下「後引落し」という。）との組合せによって，代金回収不能

のリスクを避けつつセルフ式ＧＳの運営を可能にしていた。これに対し，本

件発明は，代金回収不能のリスクを避けつつセルフ式ＧＳの運営を可能にす

るだけでなく，本件３課題を解決するために，「先引落し」と「後精算」と

の組合せを採用したものといえる。 

２ 被告給油装置の構成等について 

 被告給油装置について，後掲各証拠及び弁論の全趣旨によれば，以下の各事

実が認められる。 

⑴ 一般に，給油装置は，顧客に給油する給油機，給油量を計測した上で単価

に給油量を乗じた金額を表示する計量機，給油すべき量や顧客が支払う方法

などを設定する設定器などから構成される。（弁論の全趣旨） 

 被告給油装置は，被告設定器と被告計量機とを含む給油装置である。被告

設定器はディスプレイ及びリーダー等の構成を有する。 

⑵ 被告給油装置を用いて，電子マネー媒体により給油を行い，当該給油に対

する料金の精算を行う場合，前掲「第２」２⑸記載のとおりの動作を行う。 

⑶ 被告プログラムは，被告設定器に保存され，被告給油装置内において実行

される。この被告プログラムは，顧客による操作に対応して，被告給油装置

に対し，上記⑵の動作を被告給油装置に行わせる。 
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⑷ 被告計量機その他の一審被告が製造，販売している計量機では，通常，給

油料金額の最終計算における小数点以下の端数の処理は「切り捨て」に設定

されており，その場合には，計量機に表示される給油金額と設定器に表示さ

れる購入金額は同一の金額になる。上記の設定を「四捨五入」に変更した場

合には，計量機に表示される給油金額と設定器に表示される購入金額が一致

しないことがある。（乙６，７） 

 一審被告が旧ＥＭＧ系列給油所に対して製造，販売している被告給油装置

及び被告プログラムにおいては，返金処理をする場合に，その返金金額が，

支払金額（電子マネー媒体から引き去った金額）から購入金額（被告計量機

に支払額として表示された額）を減算した金額と同額にならないものは存在

していない。 

⑸ 被告給油装置が設置されている給油所に配布されている被告給油装置につ

いてのマニュアルには，以下の記載がある。（乙１１） 

ア 電子マネーの前払い式支払手段は，基本的に現金での払戻し（換金）が

認められていない。 

イ 前払い式電子マネーの取扱いの場合，顧客は電子マネーで支払った金額

分の「給油ができる権利」を購入することになり，支払金額以下の数量で

給油を終了した場合には，給油できなかった分の返金として相当金額を電

子マネーで顧客に返金する。具体的には，前払い式電子マネーで５０００

円を入金した場合には，顧客とＳＳとの間で５０００円分の給油ができる

権利についての売買が成立し，その後の給油の際に３０００円分で満タン

になった場合には，残りの２０００円分の油を顧客からＳＳが買い上げる

形で返金処理をすることになる。 

⑹ 旧ＥＭＧ系列給油所では，石油元売りであるＥＭＧマーケティングに申請

をすることによって，平成２７年１０月１日から，FeliCaカードを用いた料

金の精算等が可能になった。（甲５） 
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⑺ 被告設定器において電子マネー媒体による決済を可能にするためには，被

告設定器に被告プログラムを保存し，被告設定器が設置されている給油所に

おいてアクティベートという作業を行う必要がある。上記のアクティベート

は，概要，①給油装置の設定器の操作画面に電子マネー決済についての表示

がされるようにし，②電子マネーの設定に関するファイルをダウンロードし

て，給油制御のプログラムや電子マネー金額計算にかかわるプログラムを書

き換え，電子マネー媒体を使用して支払を行うためのプログラムを動作可能

な状態にし，③非接触クレジットカード用のカードリーダを電子マネー媒体

にも使用可能な状態にし，④設定器ごとにＩＤを割り当てて，カード情報や

決済情報等を管理・通信するセンターに当該ＩＤを登録するなどの通信設定

を行うことを内容とする作業である。 

３ 争点１（充足論）について 

⑴ 非侵害論主張④について 

ア 自白の成否 

 一審原告は，一審被告の非侵害論主張④は，原審の答弁書の認否によっ

て成立した自白の撤回に当たり，許されない旨主張する。 

 しかしながら，自白が成立しているかどうかは，当事者の答弁の全体を

踏まえて検討すべきものと考えられるところ，一審被告は，原審答弁書に

おいて，構成要件１Ｃの充足を「認める」としたものの，均等主張に対す

る認否の項や，一審被告の主張の項においては，例えば，⒜本件発明１の

構成要件１Ｃにおいて引き落とす金額は設定器のシステムが設定するのに

対して，被告給油装置の構成要件１ｃにおいて引き落とす金額は顧客が指

定する金額である，⒝被告給油装置では構成要件１ｃにおいて完結する取

引が行われる，⒞本件発明１の構成要件１Ｆにおいては，給油量に応じた

代金額を計算して引落し額との差額を返金するのに対して，被告給油装置

の構成要件１ｆにおいては，給油できなかった量を返品することによる売
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買代金額を計算している，等の主張をしている。これらは，実質的には，

被告給油装置において行われている処理は，本件発明１の構成要件１Ｃに

おいて行われている処理とは異なることを主張するものと理解すべきもの

であるから，原審が，構成要件１Ｃの充足につき単純に争いがないとして

扱ったのは不相当であったといえる。 

 以上によれば，非侵害論主張④が，自白の撤回に当たり許されないとは

いえない。 

イ 引き落とされるべき金額について 

(ア) 本件発明１の構成要件１Ｃ１において，「先引落し」の金額となる

「記憶媒体の金額データが示す金額以下の金額」，すなわち「カード残

高以下の額」を具体的にどのように定めるかは特定されていない。そこ

で，本件明細書の記載を参酌すると，先引落しの金額は，実施例１にお

いてはカード残高の全額であり（【００３７】），実施例２においては

「予め決められた設定金額」（以下「事前設定金額」という。）である

（【００４９】）。 

 後者の「設定」を誰が行うかについて，一審原告は，顧客が設定する

場合も含まれると主張するが，顧客が設定する金額は，給油の都度変動

するはずのものであって，「予め決められた」金額であるということは

できないから，上記主張を採用することはできず，上記文言は，設定器

のシステムが予め設定した金額を意味するものと解すべきである（ただ

し，顧客が，個々の給油とは別に，予め定額の引き去り額を設定すると

いうのであれば，これは，「予め決められた設定金額」に当たる可能性

はあり得る。しかし，被告給油装置の具体的動作③④において顧客が選

択する「給油量又は給油金額」は，まさに，個々の給油の際に指定する

ものであって，その都度変動するものであるから，上記の定義には当て

はまらない。）。 
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(イ) このように，「先引落し」の対象として，通常であれば，まず第一に

思いついてよいはずの「顧客が指定した金額」が実施例として記載され

ず，いわば給油所運営者側の都合で設定される「カード残高の全額」又

は「予め決められた設定金額」のみが実施例として記載されているのは，

構成要件１Ｃ１における「先引落し」額が，上記１⑵で指摘したとおり，

給油代金の「担保」としての性格を有するものだからであると考えられ

る。すなわち，本件発明１の構成要件１Ｃのステップにおいては，給油

予定量とは何ら関係なく，担保としての「先引落し」額が決定されるも

のであり，その後，１Ｄないし１Ｆのステップにおいて初めて，「実際

の給油→給油量に基づく給油代金の算定→先引落し額から給油代金額の

引去り→残額の返還」という，給油が実施されたことを前提とした精算

処理が予定されている。このように，「先引落し」額そのものは，実際

の給油代金額としてではなく，あくまでも後に支払われるべき給油代金

額の担保として決定されるものであるため，その額の決定に当たっては，

給油所運営者の側が，給油代金確保の必要性その他の観点から適当な金

額を定めれば足りるのであって，その額を決定するのに当たって顧客の

意思を反映させる必要はない。このように考えると，実施例が，顧客が

先引落し額を決定する場合を記載していないのは，その必要がないから

であり，したがって，本件発明１は，顧客が「先引落し」額を決定する

という構成を想定していないものと解される。 

 これに対し，被告給油装置においては，「先引落し」の金額となる

「電子マネー媒体の金額データが示す金額以下の金額」は，顧客が利用

に際して指定する給油予定量に対応した給油予定金額である。これは，

上記２⑸のとおり，被告給油装置が利用する前払い式電子マネーの決済

手続においては，まず，顧客が一定額を支払って「給油ができる権利」

を購入する必要があるからである。このため，被告給油装置の構成要件
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１ｃ１において引き落とされる金額は，担保ではなく給油代金そのもの

であり，したがって，それが顧客の意思と関わりなく決定されることは

あり得ない。 

 このように，本件発明１と被告給油装置とでは，先引落し金額が有す

る意味合いが全く異なり，それを反映して，被告給油装置においては，

先引落し金額を，本件発明１の構成要件１Ｃ１が想定しない，顧客が定

めるという方法で定めることとなっているのであるから，被告給油装置

の構成要件１ｃ１は，本件発明１の構成要件１Ｃ１を充足しない。 

 なお，一審原告は，本件明細書等の【００６１】～【００６８】及び

【図９】には，取り込まれる入金データの額が顧客設定の給油額である

（【図９】(Ｂ)の「設定した給油額をお預かりします」，(Ｃ)の「お預かり

金額／3,000円」）実施例も開示されていると主張するが，【図９】の

表示が，顧客が指定した金額を「お預かり」していることを表示してい

ると断定することは，その表示自体からしても困難である。むしろ，

【００６１】～【００６８】が実施例１，２を説明する部分であり，

【図９】は，その説明の一環として掲げられているものであることを考

慮すると，上記【図９】の表示は，顧客が給油額を指定する場合ではな

く，実施例１，２どおり，媒体に残された金額全額，あるいは，予め設

定された金額が引き落とされる場合を前提として，その説明をしている

のにとどまると解する方が遥かに合理的である。したがって，一審原告

の主張を採用することはできない。 

⑵ 非侵害論主張⑤について 

ア 自白の成否及び時機に後れた攻撃防御方法該当性 

 一審原告は，非侵害論主張⑤は，原審の答弁書記載の認否によって成立

した自白の撤回に当たり，また，時機に後れた主張でもあるから，許され

ない旨主張する。 
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 たしかに，一審被告は，原審答弁書における構成要件１Ａ等の認否に際

し，被告給油装置の電子マネー媒体が本件発明の「記憶媒体」に当たると

の対比を明確に争っていたわけではないが，従前から，被告給油装置が本

件発明の技術的思想を具現化したものでないことを主張しており，非侵害

論主張⑤は，これを，使用される決済手段の差異（プリペイドカードと非

接触式ＩＣカード）という観点から論じたものであるといえるから，一審

被告が充足論全体について単純に認めるとの認否をしていない以上，自白

を撤回して新たな主張をしているとはいえないし，この主張を時機に後れ

たものとして扱うのも相当ではない。 

 したがって，一審原告の上記主張は採用することができない。 

イ 非接触式ＩＣカードの「記憶媒体」該当性 

 本件明細書において，本件発明の「記憶媒体」の具体的態様としては，

磁気プリペイドカード（【００３３】）のほか，「金額データを記憶する

ためのＩＣメモリが内蔵された電子マネーカード」（【００７０】）や

「カード以外の形態のもの，例えば，ディスク状のものやテープ状のもの

や板状のもの」（【００７１】）も開示されている。このように，本件発

明の「記憶媒体」は必ずしも磁気プリペイドカードには限定されない。 

 しかしながら，本件発明の技術的意義が上記１のとおりであることに照

らして，「媒体預かり」と「後引落し」との組合せによる決済を想定でき

る記憶媒体でなければ，本件３課題が生じることはなく，したがって，本

件発明の構成によって課題を解決するという効果が発揮されたことになら

ないから，上記の組合せによる決済を想定できない記憶媒体は，本件発明

の「記憶媒体」には当たらない。 

 かかる見地にたって検討するに，被告給油装置で用いられる電子マネー

媒体は非接触式ＩＣカードであるから，その性質上，これを用いた決済等

に当たっては，顧客がこれを必要に応じて瞬間的にＲ／Ｗにかざすことが
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あるだけで，基本的には常に顧客によって保持されることが予定されてい

るといえる。そのため，電子マネー媒体に対応したセルフ式ＧＳの給油装

置を開発するに当たって，物としての電子マネー媒体を給油装置が「預か

る」構成は想定し難く，電子マネー媒体に対応する給油装置を開発しよう

とする当業者が本件従来技術を採用することは，それが「媒体預かり」を

必須の構成とする以上，不可能である。 

 そうすると，被告給油装置において用いられている電子マネー媒体は，

本件発明が解決の対象としている本件３課題を有するものではなく，した

がって，本件発明による解決手段の対象ともならないのであるから，本件

発明にいう「記憶媒体」には当たらないというべきである。むしろ，電子

マネー媒体を用いる被告給油装置は，現金決済を行う給油装置において，

顧客が所持金の中から一定額の現金を窓口の係員に手渡すか又は給油装置

の現金受入口に投入し，その金額の範囲内で給油を行い，残額（釣銭）が

あればそれを受け取る，という決済手順（これは乙４公報の【０００２】

に従来技術として紹介されており，周知技術であったといえる。）をベー

スにした上，これに電子マネー媒体の特質に応じた変更を加えた決済手順

としたものにすぎず，本件発明の技術的思想とは無関係に成立した技術で

あるというべきである。一審被告の非侵害論主張⑤は，このことを，被告

給油装置の電子マネー媒体は本件発明の「記憶媒体」に含まれないという

形で論じるものと解され，理由がある。 

ウ 一審原告の主張について 

(ア) 一審原告は，本件発明の「記憶媒体」は，構成要件１Ｃ及び１Ｆの動

作に適した「記憶媒体」であれば足りる旨主張する。 

 しかしながら，発明とは課題解決の手段としての技術的思想なのであ

るから，発明の構成として特許請求の範囲に記載された文言の意義を解

釈するに当たっては，発明の解決すべき課題及び発明の奏する作用効果
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に関する明細書の記載を参酌し，当該構成によって当該作用効果を奏し

当該課題を解決し得るとされているものは何かという観点から検討すべ

きである。しかるに，一審原告の上記主張は，かかる観点からの検討を

せず，形式的な文言をとらえるにすぎないものであって，失当である。 

 したがって，一審原告の上記主張は採用することができない。 

(イ) 一審原告は，本件明細書の【００７０】に「記憶媒体」として「金額

データを記憶するためのＩＣメモリが内蔵された電子マネーカード」を

例示する記載があり，非接触式ＩＣカードもこれに含まれる旨主張する。 

 しかしながら，上記記載は，【００３３】の「プリペイドカード７１

は，磁気カードからなり」等の記載を受けて，カードの記憶素子が磁性

材ではなくＩＣメモリであっても良い旨を示すにとどまり，そのカード

が非接触で動作することを示す記載ではない。また，上記記載において，

ＩＣメモリは「金額データを記憶するための」ものであって，非接触式

ＩＣカードのように演算・通信の機能を有することは開示も示唆もされ

ていないから，上記記載を根拠に非接触式ＩＣカードが本件発明の「記

憶媒体」に当たるとはいえない。 

 したがって，一審原告の上記主張は採用することができない。 

(ウ) 一審原告は，非接触式ＩＣカードが券売機に取り込まれて使用され得

ることは周知であり，本件明細書には設定器内部にカードを取り込んだ

ままとしない記憶媒体を用い得ることが示されているから，非接触式Ｉ

Ｃカードが本件発明の「記憶媒体」に当たらないとはいえない旨主張す

る。 

 しかしながら，前掲前提事実のとおり，被告給油装置において電子マ

ネー媒体を使用する際には，電子マネー媒体（非接触式ＩＣカード）は

Ｒ／Ｗにかざされるだけであって装置に「取り込まれ」ることはない。

非接触式ＩＣカード一般に一審原告主張のような使用態様はあり得るも
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のの，被告給油装置ではそのような使用態様によらずに非接触式ＩＣカ

ードが「電子マネー媒体」として用いられているので，被告給油装置に

おける「電子マネー媒体」の技術的意義は，本件発明における「記憶媒

体」のそれとは異なる。 

 したがって，一審原告の上記主張は採用することができない。 

⑶ 充足論についての小括 

 以上によれば，一審被告の非侵害論主張④及び⑤は理由があるから，その

余の非侵害論主張の成否について判断するまでもなく，被告給油装置及び被

告プログラムは本件特許を侵害しない。 

４ 争点４（無効論）について 

 念のため，仮に，本件発明１の「先引落し」金額は顧客が指定する場合を含

み（上記３⑴イ(イ)参照），また，非接触式ＩＣカードも本件特許の「記憶媒

体」に含まれる（上記３⑵イ参照）とした前提で，無効論につき検討する。 

 なお，本件において，無効論は，本件発明１及び本件発明３（本件訂正後の

もの）について検討すれば足りる。このことは，上記「第３」４の冒頭に説示

したとおりである。 

⑴ 「時機に後れた攻撃防御方法」該当性について 

 無効主張Ａ，Ｂ，Ｄは，原審における侵害論の心証開示後に主張されたも

のであり，そのため，原審においては時機に後れたものとして取り扱われた

わけであるが，既に充足論に関する項で指摘したとおり，構成要件１Ｃ１充

足性（非侵害論主張④）及び構成要件１Ａ，１Ｃ，１Ｆ３，１Ｆ４充足性

（非侵害論主張⑤）に関する原審の主張整理には，本来は，争いがあるもの

として扱うべき論点を争いのないものとして扱ったという不備があったとい

わざるを得ない。そして，無効論に関する主張の要否や主張の時期等は，充

足論における主張立証の推移と切り離して考えることができないのであるか

ら，充足論について，本来更に主張立証が尽くされるべきであったと考えら
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れる本件においては，無効主張が原審による心証開示後にされたという一事

をもって，時機に後れたものと評価するのは相当ではない。 

また，上記無効事由に関する当審における無効主張は，控訴後速やかに行

われたといえる。 

以上によると，一審被告による上記無効主張は，原審及び当審の手続を全

体的に見た観点からも，また，当審における手続に着目した観点からも，時

機に後れたものと評価することはできない。 

 したがって，いずれの無効主張も，時機に後れた攻撃防御方法として却下

すべきものではない。 

⑵ 本件訂正の訂正要件適合性について 

 本件訂正に基づく訂正の再抗弁は，各無効主張につき共通に主張されてい

るので，便宜上，下記のとおり本件訂正が訂正要件に適合することを先に明

らかにした上，無効論の検討は本件訂正発明を前提に行うこととする。 

ア 構成要件１Ｘについて 

 構成要件１Ｘの付加は，訂正前の「流体供給」を「給油」に限定する訂

正であって，これが訂正要件に適合することは当事者間に争いがない。 

イ 構成要件１Ｙについて 

 構成要件１Ｙは，カード残高の読取り後，カード残高以下の額の引落し

前に，給油処理を中止することを可能とする構成である。 

 一審被告は，本件発明は給油代金の支払及び精算を行う際の課題を解決

するための発明であって，利用客が実際に給油を行うことが当然の前提で

あるのに対し，追加された構成要件１Ｙは，給油がそもそも行われないこ

とを前提とした構成であるから，本件発明１の目的とは全く関係のない新

たな作用効果を生じさせるものである旨主張する。 

 しかしながら，セルフ式ＧＳにおいて，給油の開始前に利用客の意思に

基づいて給油処理が中止されることは想定されるから，給油が行われない
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ことが本件発明１の当然の前提に反するとはいえない。また，構成要件１

Ｙに対応する本件明細書の記載からは，構成要件１Ｙが奏する作用効果は

定かではないから，訂正前の本件発明１の目的とは関係のない新たな作用

効果を生じさせるとまではいえない 。 

 よって，構成要件１Ｙの付加は，訂正前の請求項との関係で特許請求の

範囲を実質的に拡張・変更するものではない。 

ウ 構成要件３Ｚについて 

 構成要件３Ｚは，更に紙幣挿入部を備えることによって，紙幣（現金）

を取り扱えるようにする構成である。 

 一審被告は，本件発明はプリペイドカードを用いた支払等を当然の前提

とする発明であって，現金を用いた支払等を可能にする構成を付加するこ

とは，本件明細書に記載された本件発明の作用効果とは全く無関係な新た

な作用効果を発揮させるから，特許請求の範囲を実質的に拡張・変更する

旨主張する。 

 しかしながら，本件明細書には，紙幣挿入部を備えた具体的実施態様が

開示されているから（【００２４】【００２６】【００３１】【図２】

【図３】），現金を用いた支払等を行うことが本件発明と無関係であると

はいえない。また，プリペイドカードに加えて現金も使用できることが，

本件発明の目的とは全く無関係な新たな作用効果を生じさせるとまではい

えない。 

 よって，構成要件３Ｚの付加は，訂正前の請求項との関係で特許請求の

範囲を実質的に拡張・変更するものではない。 

⑶ 無効主張Ｂについて 

ア 主引用発明としての審判甲Ｂ１装置について 

(ア) ２０００年４月３０日付けで一審被告が発行した広報誌（乙１６の１

９）には「アイランド精算用端末機ＳＦ－１０００」がセルフ式ＧＳで
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実際に稼動している旨の記事があるところ，記事中の写真及び説明文に

よると，２００１年３月１日発行の操作マニュアル（乙１６の１８）は，

上記広報誌に記載されたのと同一機種のマニュアルであると認められる。

そして，同マニュアルと審判甲Ｂ１マニュアル（乙１６の１）とは，発

行日が同一であり，表示画面が「ＬＥＤ」方式か「ＬＣＤ」方式かで異

なるにすぎず，記載された操作手順及びこれから推認される端末の動作

及びプログラムの内容は異ならないから，審判甲Ｂ１マニュアル（別紙

としてその抜粋を示す。）をもって，本件出願日に公然実施されていた

審判甲Ｂ１装置（ＳＦ－１０００）の構成を認定することができる。 

(イ) この点につき，一審原告は，操作マニュアルが製品の発売以後に発行

されることはあり得ないから，２００１年発行の審判甲Ｂ１マニュアル

（乙１６の１）をもって２０００年当時の審判甲Ｂ１装置（乙１６の１

９）の構成（審判甲Ｂ１発明）を認定することはできない旨主張するが，

操作マニュアルが，再発行や改訂等によって，後の日付で作成されるこ

とはあり得ないことではなく，そうすると，審判甲Ｂ１マニュアルを，

少なくとも，その作成日付である２００１年３月１日時点（これは，本

件特許の出願日前である。）における公然実施発明を認定するための証

拠とすることは何ら妨げられるものではないというべきであるから，上

記主張は，失当である。 

イ 本件発明１（本件訂正前のもの）を電子マネー媒体（非接触式ＩＣカー

ド）に適用する際の構成と，審判甲Ｂ１装置において現金を使用する際の

構成（引用発明）との対比は，次の表のとおりである（後者について，

【】内の数字は審判甲Ｂ１マニュアルの該当頁を示し，【】のない事項は

一般常識により当然に推認される事項である。）。 

本件発明１ 引用発明  

１Ａ：電子マネー媒体に記憶された １ａ：財布の所持金額を数えたり  
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金額データを読み書きするＲ／Ｗ

と， 

現金を出し入れしたりすることが

できる顧客を対象に， 

 

１Ｂ：流体の供給量を計測する流量

計測手段と， 

１ｂ：計量機を備え【７】， 一致点 

１Ｃ１：前記流体の供給開始前に，

前記Ｒ／Ｗにより読み取った電子マ

ネー媒体の残高ｘ以下の金額ｙを，

入金データとして取り込むと共に， 

１ｃ１：給油開始前に，顧客の所

持する現金の額ｘ以下の額ｙの紙

幣を，装置の紙幣投入口から受け

入れて取り込み【１－５】， 

 

 

 

１Ｃ２：前記残高ｘから当該入金デ

ータの金額ｙを差し引いた金額（ｘ

－ｙ）を新たな金額データとして電

子マネー媒体に書き込ませる入金デ

ータ処理手段と， 

１ｃ２：顧客の財布には，投入前

の所持金額ｘから上記取込金額ｙ

を差し引いた金額（ｘ－ｙ）が残

り， 

 

１Ｄ：該入金データ処理手段により

取り込まれた上記入金データの金額

ｙに相当する流量を供給可能とする

供給許可手段と， 

１ｄ：上記装置に取り込まれた紙

幣の金額ｙに相当する給油が可能

となり【１－６】， 

一致点 

１Ｅ：前記流量計測手段により計測

された流量値から請求すべき料金を

演算する演算手段と， 

１ｅ：計量機により計測した流量

値から給油代金額を計算する機能

を有し，  

一致点 

 

１Ｆ１：前記流量計測手段により計

測された流量値に相当する金額ｚを

前記演算手段により演算させ， 

１ｆ１：計量機により計測された

流量値に相当する金額ｚを上記計

算機能により計算し【１－７】， 

一致点 

１Ｆ２：当該演算された料金ｚを前

記入金データｙの金額より差し引

き， 

１ｆ２：金額ｚを取込金額ｙから

差し引き【１－７】， 

一致点 

１Ｆ３：残った差額データの金額

（ｙ－ｚ）を前記電子マネー媒体の

金額データ（ｘ－ｙ）に加算し， 

１ｆ３：紙幣返却口・硬貨返却口

【４】からお釣り（ｙ－ｚ）が排

出され【１－７】，顧客はこれを

金額（ｘ－ｙ）の入った財布に受

け入れ， 

 

１Ｆ４：当該加算後の金額データ

（ｘ－ｚ）を前記電子マネー媒体に

書き込む料金精算手段と， 

１ｆ４：顧客の所持する現金の額

は（ｘ－ｚ）となる， 

 

１Ｇ：を備えたことを特徴とする流

体供給装置。 

１ｇ：給油装置 一致点 

 

ウ 相違点の容易想到性 

 上記の表において一致点とされていない本件発明１の構成は，相違点と
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なる。 

 しかしながら，いずれの構成も，セルフ式ＧＳの給油装置において，審

判甲Ｂ１装置の現金による支払を，電子マネー媒体による支払に置き換え

る際には，当然に備わる構成である。すなわち，上記の各相違点をまとめ

ると，本件発明１においては装置がＲ／Ｗを備えること，電子マネーの金

額データはＲ／Ｗにより電子的に書き換えられること，の２点となるが，

いずれの構成も，現金の場合は貨幣という有体物に化体されている金銭的

価値を，電子的情報という無体物に化体させたことによって必然的に生じ

る帰結である。 

 また，現金による支払を電子マネー媒体による支払に置き換えること自

体は，電子「マネー」という名称自体からも容易に着想することができる

し，例えば乙１６の１２（電子商取引推進協議会「モバイルＥＣに関わる

決済標準モデルの研究中間報告書」平成１３年３月発行）には，非接触式

ＩＣカードが「電子マネー」として利用されること，FeliCa内蔵の携帯電

話は「電子財布」になること等が記載されており，これらの記載は，現金

による支払いを電子マネー媒体に置き換えることを動機付ける。 

 そうすると，当業者にとって，上記各相違点にかかる本件発明１の構成

に想到することは，通常の創作能力の発揮にすぎず，容易であったといえ

る。 

エ 容易想到性に関する一審原告の主張について 

(ア) 一審原告は，引用発明を，審判甲Ｂ１装置に現金を投入した場合の構

成で認定するのであれば，プリペイドカード等の記憶媒体を使用する本

件発明１とは構成が全く異なったものになる上，本件３課題が生じ得な

い旨主張する。 

 しかしながら，本件発明１の「記憶媒体」として非接触式ＩＣカード

を使用する場合には，そもそも本件発明１においても本件３課題が生じ



 

 - 51 -  

得ないことは上記３⑵において説示したとおりである。そうであるにも

かかわらず，構成要件充足性の段階では，本件発明１の「記憶媒体」に

は，本件３課題の解決を前提としない非接触式ＩＣカードを含むと主張

する一方で，引用発明の記憶媒体を非接触式ＩＣカードに置き換える技

術に基づく無効主張に対しては，本件３課題を解決していないから無効

主張たり得ないと主張するのは自己矛盾であるといわざるを得ない。 

 したがって，一審原告の上記主張は採用することができない。 

(イ) 一審原告は，一審被告の主張は「容易の容易」に当たる旨主張する。 

 しかしながら，上記ウで説示したとおり，審判甲Ｂ１装置の現金によ

る支払を電子マネー媒体による支払とした場合，上記イの表の本件発明

１の構成は当然に備わるものであり，当業者にとって「想到」すること

を必要としない。 

 したがって，一審原告の上記主張は採用することができない。 

(ウ) 一審原告は，本件発明１は，特許庁の審査基準が容易想到とする「人

間が行っている業務やビジネス方法のシステム化」に該当しない旨主張

するが，上記ウのとおり，本件発明１の容易想到性の根拠は，現金によ

る支払を，電子マネー媒体による支払に置き換えることは容易想到であ

り，かつ，この点に思い至れば，当然に，相違点に係る本件発明１の構

成に到達する（この点は，当然の結果であって，想到を要するものでは

ない。）というものであって，「人間が行っている業務やビジネス方法

のシステム化」に該当するかどうかを問題にしているわけではないから，

一審原告の主張は上記判断を左右しない。 

オ 本件訂正発明の進歩性について 

(ア) 構成要件１Ｘについて 

 審判甲Ｂ１装置は給油装置であるから，構成要件１Ｘは相違点となら

ない。 
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(イ) 構成要件１Ｙについて 

 セルフ式ＧＳの給油装置が一般公衆向けの自動販売装置である以上，

いかなる段階においても顧客が操作を中止できるものとし，その場合に

顧客に特段の負担を求めないことは一般常識に属するといえる。そして，

本件訂正発明において，カード残高の読取り前に給油処理を中止するた

めの具体的な構成やその技術的意義は明らかでない。 

 したがって，引用発明に，一般常識に属する手法に基づいてこのよう

な構成を加えることは容易想到というべきである。 

(ウ) 構成要件３Ｚについて 

 給油装置において，カード挿入口のほかに紙幣挿入口を備えて現金決

済も可能とすることは，審判甲Ｂ１マニュアル自体にも開示されている

し，自動販売装置において複数の決済手段に対応できるようにすること

自体は周知技術である（乙３公報など）。また，構成要件３Ｚは，紙幣

挿入口を備えることを特定しているだけであり，本件明細書にも，プリ

ペイドカードと現金とを併用するに当たっての処理手順などが開示され

ているわけではないから，上記周知技術とは異なる特段の技術的意義は

明らかでない。 

 したがって，引用発明に，周知技術に基づいてこのような構成を加え

ることは容易想到というべきである。 

(エ) 以上によれば，本件訂正によって付加された構成要件は，進歩性を基

礎付けるものではない。 

カ 以上によれば，無効主張Ｂは理由がある。 

⑷ 無効主張Ａについて 

ア 本件発明１と審判甲Ａ１発明との対比 

 本件発明１と，審判甲Ａ１発明との対比は下表のとおりである。なお，

審判甲Ａ１公報記載の実施例はガス供給装置の例であるため，下表でもこ



 

 - 53 -  

れによった。 

本件発明１ 審判甲Ａ１発明  

１Ａ：記憶媒体に記憶された金額デ

ータを読み書きする記憶媒体読み書

き手段と， 

１ａ：メータ側制御部１０は，

「非接触型プリペイドカード１に

記憶されたプリペイ金額をメータ

側無線受信部８で受信し，残金を

メータ側無線送信部１１を経由し

てプリペイドカード１側に送信す

る」部分を備え， 

一致点 

 

１Ｂ：流体の供給量を計測する流量

計測手段と， 

１ｂ：流量検出装置１５を備え， 一致点 

１Ｃ１：前記流体の供給開始前に前

記記憶媒体読み書き手段により読み

取った記憶媒体の金額データｘが示

す金額以下の金額ｙを入金データと

して取り込むと共に， 

なお，この場合，入金データｙは，

顧客が指定する場合も含み， 

１ｃ：前記メータ側無線受信部８

で受信したプリペイ金額の全額ｘ

をメータ側のＲＯＭ９にストック

し，（この状態でいつでもガスコ

ックを開くことによりガスを使用

でき，）定額入金回路１８を駆動

して，使用者（顧客）が指定した

入金したい金額ｙだけをメータ内

に残して残金（ｘ－ｙ）をプリペ

イドカード１側に戻すことがで

き， 

一致点 

 

 

１Ｃ２：前記金額データから当該入

金データの金額を差し引いた金額

（ｘ-ｙ）を新たな金額データとし

て前記記憶媒体に書き込ませる入金

データ処理手段と， 

１Ｄ：該入金データ処理手段により

取り込まれた入金データの金額デー

タに相当する流量を供給可能とする

供給許可手段と， 

１ｄ：メータ側のＲＯＭ９にスト

ックした金額ｙに相当する使用リ

ミット量を演算する手段を備え， 

一致点 

１Ｅ：前記流量計測手段により計測

された流量値から請求すべき料金を

演算する演算手段と， 

 相違点

１ 

 

１Ｆ１：前記流量計測手段により計

測された流量値に相当する金額を前

記演算手段により演算させ， 

１ｆ：それまでに使用した量から

料金を精算し，残金があった場

合，この残金をストックし，プリ

ペイドカード１側に残金を払い戻

すことができる， 

 

相違点

２ 

 

１Ｆ２：当該演算された料金を前記

入金データの金額より差し引き， 

１Ｆ３：残った差額データの金額を

前記記憶媒体の金額データに加算

し， 
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１Ｆ４：当該加算後の金額データを

前記記憶媒体に書き込む料金精算手

段と， 

１Ｇ：を備えたことを特徴とする流

体供給装置。 

ことを特徴とする非接触型プリペ

イドカード方式ガスメータ。 

 

イ 相違点１について 

(ア) 相違点１の内容 

 審判甲Ａ１発明の流量検出装置１５が，本件発明１の構成要件１Ｅの

「演算手段」を備えているのか否かが不明である。 

(イ) 相違点１の容易想到性 

 審判甲Ａ１公報には，「入金された金額に相当するガス量を演算し，

この量が零になると遮断装置１６を遮断する。又，供給継続中に使用者

の意思でガスをストップすることができる。この場合には，それまでに

使用した料金を精算し」【００１９】との記載がある。この記載を踏ま

えると，審判甲Ａ１発明においても，流体の流量から料金を演算する手

段を備えることは示唆されているといえる。また，自動化された給油所

で燃料を給油する給油装置が，給油量から料金を演算する手段を当然に

備えるべきことは自明である。 

 したがって，相違点１は，実質的な相違点ではないか，相違点である

としても，給油所で燃料を給油する流体供給装置である本件発明１にお

いて，相違点１に係る構成要件１Ｅとすることは，当業者が容易になし

得たといえる。 

ウ 相違点２について 

(ア) 相違点２の内容 

 両発明は，「それまでに使用した量から金額を演算手段により演算さ

せ，当該演算された料金を前記入金データの金額より差し引き，残った

差額データの金額を前記記憶媒体に払い戻す料金精算手段」という限り
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で一致するが，審判甲Ａ１発明では，ⅰ）「それまでに使用した量から

金額を演算手段により演算させ」るが，本件発明１のように「流量計測

手段により計測された流量値に相当する金額を前記演算手段により演算

させ」るものか不明であり，ⅱ）「記憶媒体に払い戻す」が，本件発明

１のように「記憶媒体の金額データに加算」し「当該加算後の金額デー

タを前記記憶媒体に書き込む」ものであるかも不明である。 

(イ) 相違点２の容易想到性 

ａ 上記ⅰの点について 

 審判甲Ａ１発明において，「それまでに使用した量」が「流量検出

装置１５」によって検出されることは当業者にとって自明である。ま

た，給油装置を，給油量から料金を演算する手段を備えるよう構成す

ることは，当業者にとって容易である（上記イ）。 

 したがって，上記ａの点にかかる本件発明１の構成は，当業者が容

易に想到し得た。 

ｂ 上記ⅱの点について 

 審判甲Ａ１発明は，構成要件１ｃにおいて，定額入金回路１８を駆

動して入金したい金額だけメータ内に残し，残金をプリペイドカード

１に戻すことができるものであるから，定額入金回路１８により残金

が戻されたプリペイドカード１に対し，構成要件１ｆの払戻しにより

さらに残金を戻すのであれば，定額入金回路１８によりプリペイドカ

ード１に戻された残金の金額データに対し，更に加算をする方法によ

ることとし，払戻しによる残金を加算したものをプリペイドカード１

の残金として書き込むこととなることは，審判甲Ａ１自体において示

唆されているといえる。そして，一般に，記憶媒体に対して取引の残

金の金額データを払い戻すために，記憶媒体の金額データに払戻額を

加算し，当該加算後の金額データを前記記憶媒体に書き込むという構
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成をとることはきわめて自然である（なお，１４５号審判の「審決の

予告」（乙４７）の３２頁には，複数の特許文献を挙げてこれが周知

技術である旨が認定されている。）。 

 したがって，審判甲Ａ１発明に接した当業者が，上記周知技術を踏

まえつつ，相違点２に係る本件発明１の構成を発明特定事項とするこ

とは，通常の創作能力の範囲で容易になし得た。 

エ 本件訂正発明の進歩性について 

(ア) 構成要件１Ｘについて 

 本件訂正発明１では，流体供給装置が「給油所で燃料を給油する」も

のである旨の構成要件１Ｘが付加されているのに対し，審判甲Ａ１発明

はかかる特定がないから，この点が相違点となる。 

 しかしながら，本件訂正発明１の構成要件１Ｘに関して，本件発明の

本質的な特徴はセルフ式の給油所における決済手順にあり，流量計測手

段（メータ）そのものにはないところ，審判甲Ａ１発明の非接触型プリ

ペイドカード方式メータを「給油所で燃料を給油する流体供給装置」に

適用することは，対価を受け取って流体を供給するメータに用いられる

決済手順という点では共通である。また，審判甲Ａ１公報には，水道メ

ータにも利用できる旨が記載され，他方，本件明細書【００６９】には，

流体として燃料のほかに飲料水などにも適用できる発明である旨の記載

があるから，それぞれの発明の属する技術分野は関連しているといえる

ので，審判甲Ａ１発明を，審判甲Ａ１公報に例示された用途に限らず，

燃料油に適用することによって，本件訂正発明１の構成要件１Ｘを得る

ことは，当業者が容易に想到し得たといえる。 

(イ) 構成要件１Ｙ，３Ｚについて 

 構成要件１Ｙ，３Ｚに係る本件訂正発明１の構成は，無効主張Ｂにつ

いて上記⑶オに説示したとおり，当業者が容易に想到し得た。 
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オ 一審原告の主張について 

(ア) 一審原告は，本件発明１と審判甲Ａ１発明とは技術分野が異なる旨主

張するが，この主張を採用できないことは上記エのとおりである。 

(イ) 一審原告は，本件発明１の構成要件１Ｃと審判甲Ａ１発明の構成要件

１ｃとは相違するとした上，審判甲Ａ１発明においては，別荘地の水

道・ガスなどの供給装置という特性上，顧客は全額を入金するのが原則

であり，「定額入金回路１８を駆動して入金したい金額だけをメータ内

に残し，残金をプリペイドカード１側に戻」す構成とするのは付加的事

項にすぎず，このような審判甲Ａ１発明について，あえて設計変更をし

て，カード残高の一部のみを取り込む本件発明１の構成を採用すること

には，阻害要因があり，動機付けはないし，カード残高の一部のみを取

り込むことに想到するとしても，審判甲Ａ１発明においては「定額入金

回路」によって同じ効果を既に実現できているから，これにあえて変更

を加えて本件発明１の構成とすることには阻害要因があり，動機付けは

ない旨主張する。 

 しかしながら，本件発明１の構成要件１Ｃと審判甲Ａ１発明の構成要

件１ｃの基本的な動作は，プリペイドカードに記録された金額ｘを認識

し，そのうちの金額ｙを供給装置側に移し，残金（ｘ－ｙ）をプリペイ

ドカード側に書き込むというものであって，この操作は共通しており，

しかも，本件発明１において，このような操作を行うのについて特別な

仕掛けを利用している形跡はなく，一般的な手段によってこれを実現し

ているのにすぎないと考えられるのであるから，両者に実質的な相違が

あるとは認められない。 

 したがって，一審原告の上記主張は採用することができない。 

(ウ) 一審原告は，構成要件１Ｘ，１Ｙについても，阻害要因がある又は動

機付けがないと主張するが，いずれも一般常識に属する手法あるいは周
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知技術の適用にすぎないから特段の動機付けを要せず，阻害要因もない

から，一審原告の主張は採用することができない。 

(エ) 一審原告は，コイン（現金）を使用することによる不便を課題として

これを解決しようとする審判甲Ａ１発明に，紙幣を併用するための構成

要件３Ｚを付加することには阻害要因がある旨主張する。 

 しかしながら，プリペイドカードが現金決済の不便を解消するために

発展してきた決済手段であることは審判甲Ａ１発明に限らないところ，

現金は今日なお最も汎用性の高い決済手段であるため，プリペイドカー

ド対応の自動販売装置の多くが現金にも対応できる仕様とされているこ

とは，一般常識に属する。また，本件訂正発明３の構成要件３Ｚは単に

「紙幣挿入部を備える」とするだけで，紙幣を用いた決済がどのように

行われ，「記憶媒体」（カード）を用いた本件訂正発明の決済手順全体

とどのように関連するのかなどは何ら特定されておらず，紙幣を用いた

決済に特段の技術的意義があるとも認めがたい。そうすると，審判甲Ａ

１発明に，一般的な手法に基づいて紙幣挿入口を備えることも，単なる

設計事項にすぎないから，そのようにすることには動機付けを要しない

し，阻害要因もない。 

 したがって，一審原告の上記主張は採用することができない。 

(オ) なお，本項の冒頭に述べたとおり，この無効論の検討は，本件発明１

は先引落し額を顧客が指定する場合も含むため，被告供給装置も本件発

明１の構成要件を充足するという前提に立つものである。したがって，

審判甲Ａ１発明は，先引落し額を顧客が指定するのに対し，本件発明１

は，このような指定方法を含まず，したがって，この点が相違点となる

し，この相違点を克服することはできない，との議論は成り立たない。 

⑸ 無効論についての小括 

 以上によれば，一審被告の無効主張Ｂ及びＡは理由があるから，その余の
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無効主張の成否について判断するまでもなく，本件特許は，本件訂正がなさ

れたとしても，特許無効審判により無効とされるべきである。 

５ 結論 

 よって，一審原告の請求は理由がなく棄却すべきであり，これを一部認容し

た原判決は不当である。そこで，一審被告の控訴に基づき，原判決中，一審被

告敗訴部分を取り消し，同部分に係る一審原告の請求をいずれも棄却し，一審

原告の控訴は理由がないからこれを棄却することとして，主文のとおり判決す

る。 

知的財産高等裁判所第３部 

 

裁判官 

                         

     上   田   卓   哉 

 

裁判官 

                         

     都   野   道   紀 

 

     裁判長裁判官鶴岡稔彦は，退官のため署名押印することができない。 

 

裁判官 

                         

     上   田   卓   哉 
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別 紙 

物件目録 

 

１ 製品名 設定器「ＰＯＳ２１」 

２ 製品名 設定器「ＰＯＳ２１」（ただし，その設定器に別紙プログラム目録記

載のプログラムが保存されているもの） 

以 上 
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別 紙 

プログラム目録 

 

（主位的に，下線部を含まない構成により請求し，予備的に，下線部を含む構成に

より請求する。） 

 

設定器を含む給油装置において実行される，以下のａないしｆ及びｙの構成要件

を有するプログラム。ただし，金額データを電子マネー媒体に書き込むに際し，設

定器に代えて電子マネー媒体及び第三者機関に対して，金額を指定して減算又は加

算の指示する手順を有するものを含む。 

ａ 入金データとして取り込まれた金額データに相当する油を供給可能とする給油

装置で実行されるプログラムであって， 

ｂ 給油装置に，油の供給開始前にリーダーにより読み取った電子マネー媒体の金

額データが示す金額以下の金額を入金データとして取り込むと共に,前記金額デ

ータから当該入金データの金額を差し引いた金額を新たな金額データとして前記

電子マネー媒体に書き込ませる第１の手順と， 

ｃ 前記第１の手順で取り込まれた入金データの金額データに相当する油を供給可

能にする第２の手順と， 

ｄ 給油量計測手段により計測された給油量を入金データの金額データに相当する

油量から差し引き，残った油量に相当する金額から加算すべき料金を演算する第

３の手順と， 

ｅ１ 前記残った油量に相当する金額を演算させ， 

ｅ２ 当該演算された金額を前記電子マネー媒体の金額データに加算し， 

ｅ３ 当該加算後の金額データを前記電子マネー媒体に書き込む第４の手順， 

ｆ を順次実行させ， 

ｙ 前記リーダーにより電子マネー媒体の金額データを読み取った後，前

記電子マネー媒体の金額データが示す金額以下の金額を入金データとし

て取り込む前に，給油処理を中止することを可能とさせるためのプログ

ラム 

以 上 
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